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はしがき 
 
本冊⼦は，『【第４版】リアリスティック不動産登記法Ⅰ・Ⅱ』のうち，申請例の「事

例」「申請書」「完了後の登記記録」を抜粋したものです。以前から，「申請例のみを回
したい」「ひな形集を⾃分で作成するのが⼿間だった」といったお声をいただいていた
ので，ひな形集を作成しました。 

 
不動産登記法の基本的な学習は，他科⽬と同じく，テキストの説明順序に従って進

め，過去問を解いてテキストに戻る，という⽅法で⾏ってください。しかし，ある程
度学習が進んだら，その基本的な学習に加え，本冊⼦を利⽤して申請例のみを回すこ
とも⾏ってください。申請例は，択⼀でも記述でも問われますし，不動産登記の「軸」
となるものです。 

 
本冊⼦を活⽤し，みなさんが司法書⼠試験の合格を勝ち取られることを祈念してお

ります。 
 
 

令和４年７⽉ 
⾠已法律研究所 専任講師 

松本 雅典 
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―― 表題部所有者がする所有権の保存の登記 
事例：Ａは所有している⼟地上に区分建物でない建物を建て，Ａを表題部所有者とす

る表題登記がされた。そして，Ａは，令和５年６⽉28 ⽇に，所有権の保存の登
記を申請した。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権保存 ＊１ 
所 有 者  Ａ ＊２ 
添 付 情 報  住所証明情報（Ａの住⺠票の写し） ＊３ 
       代理権限証明情報（Ａの委任状） ＊４ 
令和５年６⽉ 28 ⽇ 法第 74 条第１項第１号申請 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 
最初に登場する申請例ですので，このテキストの申請例の記載⽅針を説明します。 
 

＊１ 実際の申請情報には，記載事項が多数ありますが，試験で問われるのはその⼀部です。このテキストで
申請例として表⽰している事項が，基本的に試験で問われる事項です。 

＊２ 実際の申請情報には，申請⼈（上記の申請例だとＡ）の住所も記載します。しかし，今のところ記述の問
題では問われていませんので，各論では，申請⼈の住所を省略しています。なお，⼄区の担保物権の債務者
についても住所を記載しますが，この住所の記載も省略しています。 

＊３ 実際の申請情報には，「住所証明情報」などと記載するのみで，「（Ａの住⺠票の写し）」などとは記載し
ません。実際の申請においては，申請情報の後ろに添付情報をホッチキスなどでつけているからです。し
かし，記述の試験では添付情報を実際につけるわけではないため，具体的に何を提供するのか問われるの
が通常です（記述の注意事項の内容により変わるため，年度によって求められる解答が変わります）。よっ
て，このテキストでも具体的な添付情報の内容を表⽰しています。なお，住所証明情報など，特定の情報
に限定されない添付情報もあります。この申請例では，「（Ａの住⺠票の写し）」にしていますが，「（Ａの印
鑑証明書）」「（Ａの⼾籍の附票の写し）」でも構いません。特定の情報に限定されない添付情報については，
代表的なものを記載しています。 

＊４ このテキストの申請例は，すべて司法書⼠に登記申請の依頼をした場合の事例です。記述の問題は，司
法書⼠に登記申請を依頼する事例となるからです。 

 

申請例１ 
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表 題 部 （主である建物の表⽰） 調製 余 ⽩ 不動産番号 0111483935938 

所在図番号 余 ⽩ 

所   在 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番地 余 ⽩ 

家屋番号 1 番 余 ⽩ 

① 種 類 ② 構 造 ③ 床 ⾯ 積  ㎡ 原因及びその⽇付［登記の⽇付］ 

居宅 ⽊造かわらぶき 

2 階建 

1 階 72 

2 階 60 

55 

11 

令和 5 年 6 ⽉ 22 ⽇新築 

［令和 5 年 6 ⽉ 23 ⽇］ 

所 有 者 Ａ 

  

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12456 号 

所有者 Ａ ＊ 

 
＊実際の登記記録には，登記名義⼈（上記の登記記録だとＡ）や債務者の住所も記録されます。しかし，各論で

は，基本的に登記名義⼈や債務者の住所を省略しています。 
 



 

3 

―― 表題部所有者の相続⼈その他の⼀般承継⼈がする所有権の保存の登記 
事例：Ａは所有している⼟地上に区分建物でない建物を建て，Ａを表題部所有者とす

る表題登記がされた。その後，Ａは，所有権の保存の登記を申請する前に死亡
した。Ａの相続⼈は⼦Ｂのみである。そして，Ｂは，令和５年６⽉28 ⽇に，所
有権の保存の登記を申請した。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権保存 
所 有 者  （被相続⼈Ａ）Ｂ 
添 付 情 報  ⼀般承継証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｂの⼾籍⼀部事項証明書等）
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
令和５年６⽉ 28 ⽇ 法第 74 条第１項第１号申請 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 
表 題 部 （主である建物の表⽰） 調製 余 ⽩ 不動産番号 0111483935938 

所在図番号 余 ⽩ 

所   在 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番地 余 ⽩ 

家屋番号 1 番 余 ⽩ 

① 種 類 ② 構 造 ③ 床 ⾯ 積  ㎡ 原因及びその⽇付［登記の⽇付］

居宅 ⽊造かわらぶき 

2 階建 

1 階 72

2 階 60

55 

11 

令和 4 年 6 ⽉ 22 ⽇新築 

［令和 4 年 6 ⽉ 23 ⽇］ 

所 有 者 Ａ 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12456 号 

所有者 Ｂ 

 
 
  

申請例２ 
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―― 所有権を有することが確定判決によって確認された者がする所有権
の保存の登記 

事例：Ａは所有している⼟地上に区分建物でない建物を建て，Ａを表題部所有者とす
る表題登記がされた。その後，Ａは，Ｂにその建物を売却したが，何も登記を
しなかった。そこで，Ｂは，Ａを相⼿⽅として訴えを提起し，「原告が，別紙物
件⽬録記載の建物につき，所有権を有することを確認する｡」という勝訴判決を
得，その判決が確定した。そして，Ｂは，令和５年６⽉28 ⽇に，所有権の保存
の登記を申請した。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権保存 
所 有 者  Ｂ 
添 付 情 報  所有権確認証明情報（判決書正本及び確定証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
令和５年６⽉ 28 ⽇ 法第 74 条第１項第２号申請 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 
表 題 部 （主である建物の表⽰） 調製 余 ⽩ 不動産番号 0111483935938 

所在図番号 余 ⽩ 

所   在 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番地 余 ⽩ 

家屋番号 1 番 余 ⽩ 

① 種 類 ② 構 造 ③ 床 ⾯ 積  ㎡ 原因及びその⽇付［登記の⽇付］ 

居宅 ⽊造かわらぶき 

2 階建 

1 階 72 

2 階 60 

55 

11 

令和 4 年 6 ⽉ 22 ⽇新築 

［令和 4 年 6 ⽉ 23 ⽇］ 

所 有 者 Ａ 

  

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12456 号 

所有者 Ｂ 

 

申請例３ 
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―― 収⽤によって所有権を取得した者がする所有権の保存の登記 
事例：Ａは，⼟地を所有している。Ａを表題部所有者とする表題登記はされているが，

所有権の保存の登記はされていない。その後，その⼟地を株式会社Ｂが取得する
旨の収⽤の裁決がされた。そして，株式会社Ｂは，令和５年６⽉28 ⽇に，所有
権の保存の登記を申請した。株式会社Ｂの会社法⼈等番号は2345-01-890123，代
表取締役はＤである。この⼟地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権保存 
所 有 者  株式会社Ｂ 
       （会社法⼈等番号 ２３４５－０１－８９０１２３） 
       代表取締役 Ｄ 
添 付 情 報  所有権取得証明情報（収⽤裁決書の正本及び収⽤の裁決が効⼒を失ってい

ないことを証する情報） 
       住所証明情報（株式会社Ｂの登記事項証明書） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｂの代表取締役Ｄの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｂの会社法⼈等番号） 
令和５年６⽉ 28 ⽇ 法第 74 条第１項第３号申請 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 
 

申請例４ 
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―― 表題部所有者から敷地権付き区分建物の所有権を取得した者がする
所有権の保存の登記 

事例：株式会社Ａホームが，所有している⼟地上に敷地権付き区分建物を建て，Ａホ
ームを表題部所有者とする表題登記がされた。敷地権の種類は所有権である
（＊）。令和５年６⽉ 28 ⽇，Ａホームは，Ｂにその敷地権付き区分建物を売却
した。そして，Ｂは，同⽇，所有権の保存の登記を申請した。この建物の課税
標準の額は1000 万円であり，敷地の課税標準の額は１億円で，敷地権の割合は
10 分の1 である。 

 
登記の⽬的  所有権保存 
原   因  令和５年 6 ⽉ 28 ⽇売買 
所 有 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書等） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
       承諾証明情報（株式会社Ａホームの承諾書） 
令和５年６⽉ 28 ⽇ 法第 74 条第２項申請 
課 税 価 格  建物  ⾦ 1000 万円 
       敷地権 ⾦ 1000 万円 
登録免許税  建物  ⾦４万円 
       敷地権 ⾦ 20 万円 
       合計  ⾦ 24 万円 

 

申請例５ 
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―― 表題部所有者から敷地権の登記のない区分建物の所有権を取得した
者がする所有権の保存の登記 

事例：株式会社Ａホームが所有している⼟地上に区分建物を建て，Ａホームを表題部
所有者とする表題登記がされた。この区分建物は，分離処分を認める規約があ
る。令和５年６⽉ 28 ⽇，Ａホームは，Ｂにその区分建物を売却した（＊）。そ
して，Ｂは，同⽇，所有権の保存の登記を申請した。この建物の課税標準の額
は，1000 万円である。 

＊通常は，敷地利⽤権の持分も売却し，⼟地については持分の移転の登記を⾏います。 

 
登記の⽬的  所有権保存 
所 有 者  Ｂ 
添 付 情 報  所有権取得証明情報（株式会社Ａホームが作成したＢの所有権取得を証す

る書⾯） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
令和５年６⽉ 28 ⽇ 法第 74 条第２項申請 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 

 

申請例６ 
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―― 売買を原因とする所有権の移転の登記 
事例：Ａは，令和５年７⽉１⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保

存の登記がされている）を「Ｂが売買代⾦2000 万円全額を⽀払った⽇に所有権
が移転する」旨の特約をしてＢに売却した。Ｂは，令和５年７⽉８⽇，Ａに売
買代⾦ 2000 万円全額を⽀払った。この建物の課税標準の額は，1000 万円であ
る。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書等） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

 

申請例７ 
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―― 時効取得を原因とする所有権の移転の登記 
事例：Ｂは，Ａ所有の⼟地（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

を⾃分の⼟地であると誤信して（誤信することについて過失はある），平成 15
年６⽉１⽇から平穏かつ公然と占有を開始し，令和５年６⽉１⽇が経過した。
Ｂは，令和５年６⽉ 10 ⽇，時効取得を援⽤した。この⼟地の課税標準の額は，
1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  平成 15 年６⽉１⽇時効取得 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（時効取得の要件を充たしたことを証する書⾯） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記済証（＊）） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 

＊登記義務者となるＡの所有権の登記は平成16 年以前にされているため，「登記済証」となります。 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 平成 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 23514 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12456 号 

原因 平成 15 年 6 ⽉ 1 ⽇時効取得 
所有者 Ｂ 

 

申請例８ 
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―― 共有物分割を原因とする持分の移転の登記（価格賠償） 
事例：ＡおよびＢが，持分２分の１ずつで⼟地を共有している（甲区１番でＡおよび

Ｂ名義の所有権の保存の登記がされている）。ＡおよびＢは，令和５年６⽉ 28
⽇，この⼟地について，Ａの単有とし，ＡがＢに 500 万円を⽀払う共有物分割
協議（価格賠償）をした。この⼟地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  Ｂ持分全部移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇共有物分割 
権 利 者  持分２分の１ Ａ ＊１ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（共有物分割協議書） 
       登記識別情報（Ｂの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ａの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 500 万円 ＊２ 
登録免許税  ⾦ 10 万円 

 
＊１ 持分の移転の場合には，このように移転した持分を記載します。持分は登記義務者ではなく登記権利者

のほうに記載し，記載する持分は不動産全体に対する持分です。 
＊２ 持分の移転の場合は，移転した持分の価格が課税価格となり，課税価格の欄に「移転した持分の価格」と

記載します。この申請例９は持分２分の１が移転していますので，「不動産の価額1000 万円×１/２＝500 万
円」が課税価格となります。 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
共有者 持分 2 分の1 Ａ 
      2 分の 1 Ｂ 

2 Ｂ持分全部移
転 

令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12456 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇共有物分割 
所有者 持分 2 分の1 Ａ 

 

申請例９ 
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―― 持分放棄を原因とする持分の移転の登記 
事例：ＡおよびＢは，持分２分の１ずつで⼟地を共有している（甲区１番でＡおよび

Ｂ名義の所有権の保存の登記がされている）。Ｂは，令和５年６⽉ 28 ⽇，この
⼟地の持分を放棄した。そして，その意思表⽰が，令和５年６⽉29 ⽇にＡに到
達した。この⼟地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  Ｂ持分全部移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇持分放棄 
権 利 者  持分２分の１ Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｂの持分放棄証書） 
       登記識別情報（Ｂの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ａの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
共有者 持分 2 分の1 Ａ 
      2 分の 1 Ｂ 

2 Ｂ持分全部移
転 

令和 5 年 6 ⽉ 30 ⽇ 
第 12712 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇持分放棄 
所有者 持分 2 分の1 Ａ 

 

申請例10 
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―― 代物弁済を原因とする所有権の移転の登記 
代物弁済を原因とする抵当権の抹消の登記 

事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の
保存の登記がされている）に，ＢのＡに対する債権を
担保するため，Ｂの抵当権の設定の登記が⼄区１番で
されている。ＡとＢは，令和５年６⽉ 28 ⽇，この被
担保債権の弁済に代え，この建物をＡからＢに移転す
る代物弁済契約を締結した。ＡとＢは，令和５年７⽉
１⽇，この契約に基づく登記を申請した。この建物の課税標準の額は，1000 万
円である。 

 
１/２ 

登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇代物弁済 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（代物弁済契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

  

Ｂ

代物弁済 

抵当権

Ａ

申請例11 
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２/２ 
登 記 の ⽬ 的  １番抵当権抹消 
原     因  令和５年７⽉１⽇代物弁済 ＊１ 
権利者兼義務者  Ｂ ＊２ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（代物弁済契約書） 

登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
代理権限証明情報（Ｂの委任状） 

登 録 免 許 税  ⾦ 1000 円 
 

＊１ 代物弁済の効⼒が発⽣し債務が消滅する（それに伴い担保が消滅する）のは，他の給付をした時であり，
「他の給付」が所有権の移転や債権の譲渡である場合には，債権者が対抗要件を具備した時です（⼤判⼤６.
８.22，最判昭39.11.26，最判昭40.４.30）。代物が不動産であれば，所有権の移転の登記を申請した時です。 
よって，登記原因⽇付は，所有権の移転の登記を申請した「令和５年７⽉１⽇」となります。 

＊２ １/２の所有権の移転の登記によって，Ｂがこの建物の所有権の登記名義⼈になっていますので，登記権
利者もＢとなります。この申請例 11 は，抵当権の設定の登記がされた不動産を代物として給付した事例で
すが，他の不動産や動産などを代物として給付した場合は，申請⼈および添付情報の記載が変わります。 

ex. 上記申請例 11 を少し変えて，代物が，抵当権の設定の登記がされたこ
の建物ではなくＡが所有している⼟地であった場合には，２/２の申請
⼈および添付情報は，以下のようになります。 

「権利者  Ａ 
義務者  Ｂ 
添付情報 登記原因証明情報（代物弁済契約書） 

      登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
      代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状）   」 
Ａが，抵当権の抹消の登記をする建物の所有権の登記名義⼈だからです。 

 
 

Ｂ

代物弁済

抵当権

Ａ Ａ
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―― 財産分与を原因とする所有権の移転の登記 
事例：⾠已和夫と⾠已優美（旧姓⾼⽥）との間で，令和５年６⽉20 ⽇，財産分与とし

て，⾠已和夫が所有している建物（甲区１番で⾠已和夫名義の所有権の保存の登
記がされている）を⾠已優美に譲渡する協議が成⽴した。そして，令和５年６⽉
28 ⽇，離婚届が提出された。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇財産分与 
権 利 者  ⾼⽥優美  
義 務 者  ⾠已和夫 
添 付 情 報  登記原因証明情報（財産分与協議書等） 
       登記識別情報（⾠已和夫の甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（⾠已和夫の印鑑証明書） 
       住所証明情報（⾼⽥優美の住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（⾼⽥優美及び⾠已和夫の委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

申請例12 
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―― 委任の終了を原因とする所有権の移転の登記 
事例：権利能⼒なき社団Ａの総構成員に総有的に帰属している建物について，甲区１

番で代表者Ｂ名義の所有権の保存の登記がされている。令和５年６⽉28 ⽇，Ａ
の社員総会が開催され，総社員の⼀致で，Ｂの解任と後任の代表者Ｃの選任が
なされ，その場でＣが就任を承諾した。この建物の課税標準の額は，1000 万円
である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇委任の終了 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｂの解任及びＣの選任・就任を証する書⾯） 
       登記識別情報（Ｂの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｃの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ｂ 

2 所有権移転 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12456 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇委任の終了 
所有者 Ｃ 

 

申請例13 
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―― 破産管財⼈の申請による任意売却の所有権の移転の登記 
 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
       破産者Ａ破産管財⼈法務花⼦ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書等） 
       印鑑証明書（破産管財⼈法務花⼦の印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（破産管財⼈法務花⼦の選任書，Ｂ及び破産管財⼈法務

花⼦の委任状） 
       許可証明情報（裁判所の任意売却の許可を証する書⾯） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

―― 真正な登記名義の回復を原因とする所有権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物について，令和５年３⽉28 ⽇，売買契約がないにもかか

わらず，売買を原因とするＢへの所有権の移転の登記が甲区２番でされ，Ｂを
設定者とするＣの抵当権の設定の登記がされた。ＡとＢは，令和５年６⽉28 ⽇，
登記をＡ名義に戻すことについて合意に⾄ったが，Ｃの承諾が得られなかった。
この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  真正な登記名義の回復 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａが所有者であること等を証する書⾯） 
       登記識別情報（Ｂの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ａの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 

申請例15 
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―― 相続を原因とする所有権の移転の登記 
事例：建物を所有しているＡは，令和５年６⽉28 ⽇，死亡した。Ａの相続⼈は，⼦Ｂ

Ｃのみである。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 
 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇相続 
相 続 ⼈  （被相続⼈Ａ）持分２分の１ Ｂ 
                ２分の１ Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｂ及びＣの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
       住所証明情報（Ｂ及びＣの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇相続 
共有者 持分 2 分の1 Ｂ 
      2 分の 1 Ｃ 
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―― 相続（数次相続）を原因とする所有権の移転の登記 
 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和４年６⽉１⽇Ｂ相続令和５年６⽉28 ⽇相続 
相 続 ⼈  （被相続⼈Ａ）Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｂの⼾籍全部事項証明書

等，Ｃの⼾籍⼀部事項証明書等） 
       住所証明情報（Ｃの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｃの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 3 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11135 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 16451 号 

原因 令和 4 年 6 ⽉ 1 ⽇Ｂ相続令和 5 年 6 ⽉
28 ⽇相続 

所有者 Ｃ 
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―― 遺贈を原因とする所有権の移転の登記①（遺⾔執⾏者申請） 
事例：建物を所有しているＡ（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

は，令和５年６⽉28 ⽇，死亡した。Ａは⽣前，「所有している建物をＢに遺贈す
る。遺⾔執⾏者をＤとする。」旨の公正証書遺⾔を作成していた。Ａの相続⼈は，
⼦Ｃのみである。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇遺贈 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  亡Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ａの遺⾔書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（遺⾔執⾏者Ｄの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ａの遺⾔書，Ｂ及び遺⾔

執⾏者Ｄの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11784 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇遺贈 
所有者 Ｂ 
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―― 遺贈を原因とする所有権の移転の登記②（相続⼈申請） 
事例：建物を所有しているＡ（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

は，令和５年６⽉28 ⽇，死亡した。Ａは⽣前，「所有している建物をＢに遺贈す
る」旨の公正証書遺⾔を作成していた。Ａの相続⼈は，⼦Ｃのみである。この建
物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇遺贈 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  亡Ａ相続⼈ Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ａの遺⾔書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｃの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
       ⼀般承継証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｃの⼾籍⼀部事項証明書等） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
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―― 死因贈与を原因とする所有権の移転の登記 
事例：建物を所有しているＡ（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

は，Ｂとの間で，令和５年１⽉28 ⽇，「Ａが死亡した場合，Ａが所有している建
物をＢに贈与する」旨の贈与契約を締結した。Ａは，令和５年６⽉28 ⽇，死亡
した。Ａの相続⼈は，⼦Ｃのみである。この建物の課税標準の額は，1000 万円
である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇贈与 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  亡Ａ相続⼈ Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（死因贈与契約書等） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｃの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
       ⼀般承継証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｃの⼾籍⼀部事項証明書等）
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11784 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇贈与 
所有者 Ｂ 
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―― 遺産分割を原因とする持分の移転の登記 
事例：建物を所有しているＡは，令和５年６⽉28 ⽇，死亡した。Ａの相続⼈は，⼦Ｂ

Ｃのみである。ＢＣへの相続を原因とする所有権の移転の登記が甲区２番でさ
れた。ＢとＣの間で，令和５年11 ⽉ 28 ⽇，この建物をＢが単独で相続する旨
の遺産分割協議が成⽴した。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  Ｃ持分全部移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇遺産分割 
権 利 者  持分２分の１ Ｂ 
義 務 者  Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（遺産分割協議書） 
       登記識別情報（Ｃの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｃの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦２万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇相続 
共有者 持分 2 分の1 Ｂ 
      2 分の 1 Ｃ 

3 Ｃ持分全部移転 令和 5 年 12 ⽉ 5 ⽇ 
第 19451 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇遺産分割 
所有者 持分 2 分の1 Ｂ 
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―― 相続分の売買または贈与を原因とする持分の移転の登記 
事例：建物を所有しているＡは，令和５年６⽉28 ⽇，死亡した。Ａの相続⼈は，⼦Ｂ

Ｃのみである。ＢＣへの相続を原因とする所有権の移転の登記が甲区２番でさ
れた。ＣはＢに，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，⾃⼰の相続分を売却した。この建物の
課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  Ｃ持分全部移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇相続分の売買 
権 利 者  持分２分の１ Ｂ 
義 務 者  Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（相続分の売買契約書） 
       登記識別情報（Ｃの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｃの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇相続 
共有者 持分 2 分の1 Ｂ 
      2 分の 1 Ｃ 

3 Ｃ持分全部移転 令和 5 年 12 ⽉ 5 ⽇ 
第 19451 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇相続分の売買 
所有者 持分 2 分の1 Ｂ 
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―― 相続を原因とする胎児への所有権の移転の登記 
事例：建物を所有しているＡは，令和５年６⽉28 ⽇，死亡し

た。Ａの親族は，妻Ｂと⽗Ｃのみであるが，ＢはＡとの
間の⼦を懐胎している（みごもっている）。この建物の
課税標準の額は，1000 万円である。 

 
 
 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇相続 
相 続 ⼈  （被相続⼈Ａ）持分２分の１ Ｂ 
                ２分の１ 亡Ａ妻Ｂ胎児 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｂの⼾籍⼀部事項証明書等） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及び亡Ａ妻Ｂ胎児の法定代理⼈Ｂの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇相続 
共有者 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地  
 持分 2 分の 1 Ｂ 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地 
   2 分の 1 亡Ａ妻Ｂ胎児 

 
 

死亡 

ＢＡ

胎児

Ｃ
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―― 出⽣を原因とする胎児の⽒名・住所の変更の登記 
事例：建物を所有しているＡは，令和５年６⽉28 ⽇，死亡し，妻Ｂとその胎児名義で

の相続登記が甲区２番でなされた。令和５年11 ⽉ 28 ⽇，胎児が新宿区⾼⽥⾺
場⼀丁⽬５番地において出⽣し，Ｄと名付けられた。 

 
登記の⽬的  ２番所有権登記名義⼈住所，⽒名変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇出⽣ 
変更後の事項  共有者亡Ａ妻Ｂ胎児の⽒名住所 
       新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬５番地 Ｄ 
申 請 ⼈  Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｄの⼾籍⼀部事項証明書，Ｄの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｄの法定代理⼈Ｂの⼾籍全部事項証明書，Ｂの委任状）
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇相続 
共有者 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地  
 持分 2 分の 1 Ｂ 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地 
   2 分の 1 亡Ａ妻Ｂ胎児 

付記 1 号 2番登記名義⼈
住所，⽒名変更

令和 5 年 12 ⽉ 27 ⽇
第 20012 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇出⽣ 
共有者亡Ａ妻Ｂ胎児の⽒名住所 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地 
 Ｄ 
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―― 胎児名義の登記の更正の登記 
事例：建物を所有しているＡは，令和５年６⽉28 ⽇，死

亡した。Ａの親族は，妻Ｂと⽗Ｃのみであるが，
ＢはＡとの間の⼦を懐胎していた（みごもってい
た）。そのため，妻Ｂとその胎児名義での相続登記
が甲区２番でなされた。令和５年11 ⽉28 ⽇，Ｂ
が懐胎していた⼦は死産となった。 

 
登記の⽬的  ２番所有権更正 
原   因  錯誤 
更正後の事項  共有者 持分３分の２ Ｂ 
             ３分の１ Ｃ 
権 利 者  Ｂ 
       Ｃ 
義 務 者  亡Ａ妻Ｂ胎児 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｂ及びＣの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
       登記識別情報（亡Ａ妻Ｂ胎児の甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（亡Ａ妻Ｂ胎児の法定代理⼈Ｂの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｃの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ｃ及び亡Ａ妻Ｂ胎児の法定代理⼈Ｂの委任状）＊ 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

＊Ｂは，「登記権利者」「亡Ａ妻Ｂ胎児の法定代理⼈」の２つの地位で司法書⼠に申請代理を依頼しています。よ
って，「Ｂ」「亡Ａ妻Ｂ胎児の法定代理⼈Ｂ」と分けて記載したほうがいいです。 
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権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 15142 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇相続 
共有者 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地 
 持分 2 分の 1 Ｂ 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地 
   2 分の 1 亡Ａ妻Ｂ胎児 

付記 1 号 2番所有権更正 令和 5 年 12 ⽉ 27 ⽇
第 20012 号 

原因 錯誤 
共有者 
 新宿区⾼⽥⾺場⼀丁⽬ 5 番地 
 持分 3 分の 2 Ｂ 
 新宿区⾼⽥⾺場⼆丁⽬ 2 番地 

3 分の 1 Ｃ 
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―― 相続⼈不存在を原因とする⽒名の変更の登記 
＊以下，申請例 28 まで，令和３年の改正の施⾏⽇と経過措置は考慮しておらず，改正法が適⽤される前提の事

例となっています。 

事例：ＡＢは，建物を共同で所有している（甲区１番でＡＢ名義の所有権の保存の登
記がされている）。Ａは，令和３年６⽉ 28 ⽇，死亡した。Ａの相続⼈のあるこ
とが明らかでなかったので，利害関係⼈が相続財産清算⼈の選任を家庭裁判所
に申し⽴てた。家庭裁判所は，弁護⼠Ｃを相続財産清算⼈に選任した。 

 
登記の⽬的  １番所有権登記名義⼈⽒名変更 
原   因  令和３年６⽉ 28 ⽇相続⼈不存在 
変更後の事項  共有者Ａの登記名義⼈ 亡Ａ相続財産 
申 請 ⼈  亡Ａ相続財産清算⼈ Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，相続財産清算⼈の選任審

判書） 
       代理権限証明情報（相続財産清算⼈の選任審判書，相続財産清算⼈Ｃの委

任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 2 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11135 号 
共有者 持分 2 分の1 Ａ 
      2 分の 1 Ｂ 

付記 1 号 1番登記名義⼈
⽒名変更 

令和 3 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 14351 号 

原因 令和 3 年 6 ⽉ 28 ⽇相続⼈不存在 
共有者Ａの登記名義⼈ 亡Ａ相続財産 
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―― ⺠法第958 条の２の審判を原因とする所有権の移転の登記 
事例：ＡＢは，建物を持分２分の１ずつで共同で所有している（甲区１番でＡＢ名義

の所有権の保存の登記がされている）。Ａは，令和３年６⽉ 28 ⽇，死亡した。
Ａの相続⼈のあることが明らかでなかったので，家庭裁判所で弁護⼠Ｃが相続
財産清算⼈に選任され，相続財産法⼈名義にする⽒名の変更の登記がなされた。
その後，相続⼈が現れなかったため，Ａの内縁の配偶者であったＤが家庭裁判
所に相続財産の分与の申⽴てをし，令和５年１⽉28 ⽇，この建物の持分をＤに
分与する旨の審判が確定した。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  亡Ａ相続財産持分全部移転 ＊ 
原   因  令和５年１⽉ 28 ⽇⺠法第 958 条の２の審判 
権 利 者  （申請⼈）持分２分の１ Ｄ 
義 務 者  亡Ａ相続財産 
添 付 情 報  登記原因証明情報（相続財産分与の審判書正本及び確定証明書） 
       住所証明情報（Ｄの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｄの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

＊この登記の前提として，相続財産法⼈名義にする⽒名の変更の登記がされているため，登記の⽬的は「亡Ａ相
続財産持分全部移転」などとなります。 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 2 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11135 号 
共有者 持分 2 分の1 Ａ 
      2 分の 1 Ｂ 

付記 1 号 1番登記名義⼈
⽒名変更 

令和 3 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 14351 号 

原因 令和 3 年 6 ⽉ 28 ⽇相続⼈不存在 
共有者Ａの登記名義⼈ 亡Ａ相続財産 

2 亡Ａ相続財産
持分全部移転 

令和 5 年 2 ⽉ 5 ⽇ 
第 1342 号 

原因 令和5年１⽉28⽇⺠法第958条の2の審判
共有者 持分 2 分の1 Ｄ 

 

  

申請例27 



 

30 

―― 特別縁故者不存在確定を原因とする共有者への持分全部移転の登記 
事例：ＡＢは，建物を持分２分の１ずつ共同で所有している（甲区１番でＡＢ名義の

所有権の保存の登記がされている）。Ａは，令和３年６⽉ 28 ⽇，死亡した。Ａ
の相続⼈のあることが明らかでなかったので，家庭裁判所で弁護⼠Ｃが相続財
産清算⼈に選任され，相続財産法⼈名義にする⽒名の変更の登記がなされた。
その後，相続⼈が現れなかった。また，令和４年 12 ⽉ 28 ⽇，特別縁故者の相
続財産の分与の請求がされないまま申⽴期間が満了した。この建物の課税標準
の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  亡Ａ相続財産持分全部移転 ＊ 
原   因  令和４年 12 ⽉ 29 ⽇特別縁故者不存在確定 
権 利 者  持分２分の１ Ｂ 
義 務 者  亡Ａ相続財産 
添 付 情 報  登記原因証明情報（特別縁故者の不存在を証する書⾯） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（相続財産清算⼈Ｃの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（相続財産清算⼈の選任審判書，Ｂ及び相続財産清算⼈

Ｃの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

＊この登記の前提として，相続財産法⼈名義にする⽒名の変更の登記がされているため，登記の⽬的は「亡Ａ相
続財産持分全部移転」などとなります。 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 2 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11135 号 
共有者 持分 2 分の1 Ａ 
      2 分の 1 Ｂ 

付記 1 号 1番登記名義⼈
⽒名変更 

令和 3 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
第 14351 号 

原因 令和 3 年 6 ⽉ 28 ⽇相続⼈不存在 
共有者Ａの登記名義⼈ 亡Ａ相続財産 

2 亡Ａ相続財産
持分全部移転 

令和 5 年 1 ⽉ 7 ⽇ 
第 131 号 

原因 令和4年12⽉29⽇特別縁故者不存在確定 
所有者 持分 2 分の1 Ｂ 
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―― 合併を原因とする所有権の移転の登記 
事例：建物を所有している株式会社Ａと株式会社Ｂ（会社法⼈等番号2345-01-890123，

代表取締役Ｄ）は，令和５年４⽉28 ⽇，株式会社Ｂが株式会社Ａを合併して存
続し，株式会社Ａが解散する旨の吸収合併契約を締結した。この吸収合併契約で，
吸収合併の効⼒発⽣⽇が令和５年６⽉28 ⽇とされた。その他の吸収合併の⼿続
も令和５年６⽉28 ⽇までに適法にされたため，令和５年７⽉５⽇，吸収合併の
商業登記がされた。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇合併 
承 継 会 社  （被合併会社 株式会社Ａ）株式会社Ｂ 
       （会社法⼈等番号 ２３４５－０１－８９０１２３） 
       代表取締役 Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（株式会社Ｂの登記事項証明書） 
       住所証明情報（株式会社Ｂの登記事項証明書） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｂの代表取締役Ｄの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｂの会社法⼈等番号） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 株式会社Ａ（＊） 

2 所有権移転 令和5 年7 ⽉12 ⽇ 
第13215 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇合併 
所有者 株式会社Ｂ（＊） 

＊令和６年４⽉１⽇から，会社法⼈等番号も登記事項となります（不登法 73 条の２第１項１号。）。それに対し
て，代表者は，登記記録には記録されません。 
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―― 会社分割を原因とする所有権の移転の登記 
事例：建物を所有している株式会社Ａ（会社法⼈等番号 1234-01-789012，代表取締役

Ｃ。甲区１番で株式会社Ａ名義の所有権の保存の登記がされている）と株式会
社Ｂ（会社法⼈等番号2345-01-890123，代表取締役Ｄ）は，令和５年４⽉28 ⽇，
株式会社Ａが株式会社Ｂに株式会社Ａのホテル事業を承継させる旨の吸収分割
契約を締結した。この吸収分割契約書に，この建物が株式会社Ａから株式会社
Ｂに承継される旨の記載，吸収分割の効⼒発⽣⽇を令和５年６⽉ 28 ⽇とする
旨の記載がある。その他の吸収分割の⼿続も令和５年６⽉ 28 ⽇までに適法に
されたため，令和５年７⽉５⽇，吸収分割の商業登記がされた。この建物の課
税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇会社分割 
権 利 者  株式会社Ｂ 
       （会社法⼈等番号 ２３４５－０１－８９０１２３） 
       代表取締役 Ｄ 
義 務 者  株式会社Ａ 
       （会社法⼈等番号 １２３４－０１－７８９０１２） 
       代表取締役 Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（吸収分割契約書及び株式会社Ｂの登記事項証明書） 
       登記識別情報（株式会社Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（株式会社Ａの代表取締役Ｃの印鑑証明書） 
       住所証明情報（株式会社Ｂの登記事項証明書） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｂの代表取締役Ｄ及び株式会社Ａの代表取締

役Ｃの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｂ及び株式会社Ａの会社法⼈等番号） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
所有者 株式会社Ａ（＊） 

2 所有権移転 令和 5 年 7 ⽉ 12 ⽇ 
第 13215 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇会社分割 
所有者 株式会社Ｂ（＊） 

＊令和６年４⽉１⽇から，会社法⼈等番号も登記事項となります（不登法73 条の２第１項１号。）。 
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―― 特約を原因とする所有権の変更の登記（不分割特約を登記事項とし
て追加する登記） 

事例：ＡＢは，建物を共同で所有している（甲区１番でＡおよびＢ名義の所有権の保
存の登記がされている）。ＡＢは，令和５年６⽉ 28 ⽇，同⽇から５年間，この
建物を分割しない旨の特約をした。 

 
登記の⽬的  １番所有権変更 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇特約 
変更後の事項  特約 ５年間共有物不分割 
申 請 ⼈  （権利者兼義務者）Ａ 
                Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（共有物不分割特約証書） 
       登記識別情報（Ａ及びＢの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａ及びＢの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 11542 号 
共有者 持分 2 分の1 Ａ 
      2 分の 1 Ｂ 

付記 1 号 1番所有権変更 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12456 号 

原因 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇特約 
特約 5 年間共有物不分割 
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―― 不分割特約を登記事項とする売買を原因とする所有権⼀部移転の
登記 

 
登記の⽬的  所有権⼀部移転 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇売買 
特   約  ５年間共有物不分割 
権 利 者  持分２分の１ Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（不分割特約付売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
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―― 錯誤を原因とする所有権の更正の登記（単有名義から共有名義） 
事例：Ａは，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされてい

る）をＢＣに売却した。しかし，誤ってＢ単有名義の所有権の移転の登記が甲
区２番でされた。また，Ｄの抵当権の設定の登記もされた。 

 
登記の⽬的  ２番所有権更正 
原   因  錯誤 
更正後の事項  共有者 持分２分の１ Ｂ 
             ２分の１ Ｃ 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ａ 
       Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報，Ｂの甲区２番の登記識別情報）
       印鑑証明書（Ａ及びＢの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｃの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｃ，Ａ及びＢの委任状） 
       承諾証明情報（Ｄの承諾書） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 4 年 6 ⽉ 28 ⽇

第 11542 号 
所有者 Ａ

2 所有権移転 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇売買
所有者 Ｂ 
 

付記 1 号 2番所有権更正 令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇
第 17864 号 

原因 錯誤
共有者 持分 2 分の1 Ｂ 
      2 分の 1 Ｃ 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇

第 12988 号 
原因 令和 5 年 7 ⽉8 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
債務者 Ｂ 
    Ｃ 
抵当権者 Ｄ 

付記 1 号 1 番抵当権更正 余 ⽩ 抵当権の⽬的 Ｂ持分
甲区2番付記1号の登記により令和5年10⽉28⽇

付記 
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―― 錯誤を原因とする所有権の保存の登記の抹消の登記 
事例：Ａを表題部所有者とする表題登記がされた新築建物に，Ａ名義の所有権の保存

の登記がされた。しかし，Ａはこの建物の所有者ではなかったことが判明した。 
 
登記の⽬的  １番所有権抹消 
原   因  錯誤 
申 請 ⼈  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａが所有者でなかったことを証する書⾯） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ａの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12456 号 
所有者 Ａ 

2 1番所有権抹消 令和 5 年 12 ⽉ 5 ⽇ 
第 19451 号 

原因 錯誤 
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―― 合意解除を原因とする所有権の移転の登記の抹消の登記 
事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保

存の登記がされている）をＢに売却し，Ｂへの所有権の移転の登記がされた。
ＡとＢは，令和５年11 ⽉28 ⽇，その売買契約を合意解除した。 

 
登記の⽬的  ２番所有権抹消 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇合意解除 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（合意解除証書） 
       登記識別情報（Ｂの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

3 2番所有権抹消 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19023 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇合意解除 
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―― 買戻特約の登記（所有権の移転の登記との同時申請） 
事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保

存の登記がされている）を 2000 万円でＢに売却し，ＢはＡに2000 万円を⽀払
った。この売買契約において，「売主であるＡは，売買契約の⽇から 10 年間，
売買代⾦ 2000 万円および契約費⽤ 50 万円を⽀払えば買戻しをすることができ
る」という特約がされた。 

この場合，以下の２件の登記を同時に申請することになります。 
１/２ ＡからＢへの売買を原因とする所有権の移転の登記 
２/２ 特約を原因とする買戻特約の登記 

１/２の登記は，P197 の申請例７のような登記となりますが，その記載は省略して，
ここでは２/２の申請情報を⽰し，その記載事項の説明をします。 

 
登記の⽬的  買戻特約 
原   因  令和５年７⽉８⽇特約 
売 買 代 ⾦  ⾦ 2000 万円 
契 約 費 ⽤  ⾦ 50 万円 
期   間  令和５年７⽉８⽇から 10 年間 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（買戻特約付売買契約書） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

付記 1 号 買戻特約 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇特約 
売買代⾦ ⾦ 2000 万円 
契約費⽤ ⾦ 50 万円 
期間 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇から 10 年間 
買戻権者 Ａ 
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―― 買戻しを原因とする所有権の移転の登記 
事例：P356 の所有権の移転の登記および買戻特約の登記がされた。その後の令和 15

年７⽉７⽇，ＡはＢに，売買代⾦および契約費⽤の合計2050 万円を⽀払うとと
もに買戻しの意思表⽰をした。そして，令和15 年７⽉10 ⽇に登記申請をした。
この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和 15 年７⽉７⽇買戻 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（買戻権⾏使書） 
       登記識別情報（Ｂの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ａの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

付記 1 号 買戻特約 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇特約 
売買代⾦ ⾦ 2000 万円 
契約費⽤ ⾦ 50 万円 
期間 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇から 10 年間 
買戻権者 Ａ 

3 所有権移転 令和 15 年 7 ⽉ 10 ⽇
第 23515 号 

原因 令和 15 年 7 ⽉ 7 ⽇買戻 
所有者 Ａ 

4 2 番付記1 号買
戻権抹消 

余 ⽩ 3 番所有権移転登記により令和 15 年 7 ⽉ 10 ⽇
登記 
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―― 売買を原因とする買戻権の移転の登記 
事例：P356 の所有権の移転の登記および買戻特約の登記がされた。Ａは，令和５年11

⽉28 ⽇，この買戻権をＣに売却した。 
 
登記の⽬的  ２番付記１号買戻権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇売買 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（買戻権の売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区２番付記１号の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

付記 1 号 買戻特約 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇特約 
売買代⾦ ⾦ 2000 万円 
契約費⽤ ⾦ 50 万円 
期間 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇から 10 年間 
買戻権者 Ａ 

付記1号の
付記 1 号 

2 番付記 1 号
買戻権移転 

令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19451 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇売買 
買戻権者 Ｃ 
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―― 買戻期間満了を原因とする買戻権の抹消の登記 
事例：Ａを所有権の登記名義⼈とする建物について，令和10 年７⽉８⽇，買戻期間を

５年間とする売買契約が締結され，Ｂへの売買を原因とする所有権の移転の登
記が甲区２番で，Ａの買戻特約の登記が甲区２番付記１号でされた。買戻権が
⾏使されないまま，令和15 年７⽉８⽇が経過した（＊）。 

＊記述では，このように買戻期間が満了したことは書かれません。申請⽇に買戻期間が満了しており，それに
⾃分で気づく必要があります。商業登記にもこのような登記がありますが（新株予約権の⾏使期間満了，法⼈
の存続期間満了），このような期間の満了は，あらかじめ「⾃分で気づく必要がある」と意識しておく必要が
あります。なお，最も気づきにくいのは，買戻期間が定められておらず，登記されていない場合です。その
場合，買戻期間は５年となりますが（⺠法580 条３項），登記されていないので，⾮常に気づきにくいです。 
 
登記の⽬的  ２番付記１号買戻権抹消 
原   因  令和 15 年７⽉９⽇買戻期間満了 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（買戻期間の満了を証する書⾯） 
       登記識別情報（Ａの甲区２番付記１号の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和 10 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 10 年 7 ⽉ 8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

付記 1 号 買戻特約 令和 10 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 10 年 7 ⽉ 8 ⽇特約 
売買代⾦ ⾦ 2000 万円 
契約費⽤ ⾦ 50 万円 
期間 令和 10 年 7 ⽉ 8 ⽇から 5 年間 
買戻権者 Ａ 

3 2 番付記1 号買
戻権抹消 

令和 15 年 7 ⽉ 20 ⽇
第 24513 号 

原因 令和 15 年 7 ⽉ 9 ⽇買戻期間満了 
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―― 抵当権の設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉ 28 ⽇，債権者Ｂ・債務者Ａとして，1000 万円を利息

年２％，損害⾦年14％，違約⾦200 万円，弁済期を毎⽉末⽇の100 回払いで貸
し付ける⾦銭消費貸借契約を締結し，1000 万円がＡに交付された（←これが「債
権契約」）。そして，ＢとＡは，同時に，この 1000 万円の債権を担保するため，
Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）
を⽬的として，抵当権の設定契約を締結した（←これが「物権契約」）。 

 

登記の⽬的  抵当権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債 権 額  ⾦ 1000 万円 
利   息  年２％ 
損 害 ⾦  年 14％ 
債 務 者  Ａ 
抵 当 権 者  Ｂ 

設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12457 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

 
 

申請例40 



 

43 

―― 共同抵当権の設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉ 28 ⽇，債権者

Ｂ・債務者Ａとして，1000 万円を利息年
２％，損害⾦年14％，違約⾦200 万円，
弁済期を毎⽉末⽇の 100 回払いで貸し
付ける⾦銭消費貸借契約を締結し，1000
万円がＡに交付された（←これが「債権
契約」）。そして，Ｂ，ＡおよびＣは，同時に，この1000 万円の債権を担保する
ため，Ａが所有している甲⼟地（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がさ
れている）およびＣが所有している⼄⼟地（甲区１番でＣ名義の所有権の保存
の登記がされている）を⽬的として，抵当権の設定契約を締結した（←これが
「物権契約」）。甲⼟地と⼄⼟地は，同⼀の登記所の管轄区域内にある（＊）。 

＊このように，同⼀の登記所の管轄区域内にある不動産を⽬的とする共同担保の登記は，登記の⽬的が同⼀で
あれば⼀の申請情報で（１件で）申請できます（不登規35 条10 号）。 

 
登記の⽬的  抵当権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債 権 額  ⾦ 1000 万円 
利   息  年２％ 
損 害 ⾦  年 14％ 
債 務 者  Ａ 
抵 当 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
       Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（共同抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲⼟地甲区１番の登記識別情報，Ｃの⼄⼟地甲区１番

の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａ及びＣの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ａ及びＣの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
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【甲⼟地】 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12457 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 
共同担保 ⽬録(あ)第 100 号 

 
共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (あ)第 100 号 調製 令和5 年6⽉28 ⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 新宿区新宿⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 

 
【⼄⼟地】 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12457 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 
共同担保 ⽬録(あ)第 100 号 

共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (あ)第 100 号 調製 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 新宿区新宿⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 
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―― 共同抵当権の追加設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉28 ⽇，債権者

Ｂ・債務者Ａとして，1000 万円を利息
年２％，損害⾦年14％，違約⾦200 万
円，弁済期を毎⽉末⽇の100 回払いで
貸し付ける⾦銭消費貸借契約を締結
し，1000 万円がＡに交付された（←こ
れが「債権契約」）。そして，ＢとＡは，同時に，この1000 万円の債権を担保す
るため，Ａが所有している甲⼟地を⽬的として，抵当権の設定契約を締結した
（←これが「物権契約」）。そして，甲⼟地に抵当権の設定の登記がされた。そ
の後の令和５年11 ⽉ 28 ⽇，ＢとＣは，この 1000 万円の債権を担保するため，
Ｃが所有している⼄⼟地（甲区１番でＣ名義の所有権の保存の登記がされてい
る）を⽬的として，抵当権の設定契約を締結した（←これも「物権契約」）。甲
⼟地および⼄⼟地は，異なる登記所の管轄区域内にある。 

 
登記の⽬的  抵当権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借令和５年 11 ⽉ 28 ⽇設定 
債 権 額  ⾦ 1000 万円 
利   息  年２％ 
損 害 ⾦  年 14％ 
債 務 者  Ａ 
抵 当 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（共同抵当権追加設定契約書） 
       登記識別情報（Ｃの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｃの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
       前登記証明書（甲⼟地の登記事項証明書） 
登録免許税  ⾦ 1500 円（登録免許税法第 13 条第２項） 
 

Ｂ 

Ａ 
甲 

Ｃ 
⼄ 

（登記済
み） 
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【甲⼟地】 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記 1 号 1 番抵当権担
保追加 

令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19451 号 

共同担保 ⽬録(あ)第 184 号 

 
共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (あ)第 184 号 調製 令和5年12⽉1⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 横浜地⽅法務局 

横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 

余 ⽩ 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇第 19451 号追

加 

【⼄⼟地】 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 抵当権設定 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 23151 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借令和5年
11 ⽉ 28 ⽇設定 

債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 
共同担保 ⽬録(か)第 251 号 

 
共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (か)第 251 号 調製 令和5 年11 ⽉28 ⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 東京法務局新宿出張所 

新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 

余 ⽩ 余 ⽩ 



 

47 

―― 債権譲渡を原因とする抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・被担保債権を1000 万円とす

るＢの抵当権の設定の登記がされている。ＢとＣは，令和５年11 ⽉ 28 ⽇，こ
の抵当権の被担保債権をＢがＣに売却する契約を締結した。令和５年 11 ⽉ 29
⽇，債権譲渡の事実を記載した内容証明郵便がＡに到達した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇債権譲渡 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権付債権譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦２万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記 1 号 1番抵当権移転 令和 5 年 11 ⽉ 30 ⽇
第 19652 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇債権譲渡 
抵当権者 Ｃ 
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―― 代位弁済を原因とする抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・被担保債権を1000 万円とす

るＢの抵当権の設定の登記がされている。Ａの保証⼈ＣはＢに，令和５年11 ⽉
28 ⽇，1000 万円および発⽣済みの利息を弁済した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇代位弁済 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（代位弁済証書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦２万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記 1 号 1番抵当権移転 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19451 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇代位弁済 
抵当権者 Ｃ 
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―― 相続を原因とする抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で被担保債権を1000 万円とするＢの抵当権

の設定の登記がされている。Ｂは，令和５年11 ⽉ 28 ⽇，死亡した。Ｂの相続
⼈は，⼦ＣＤのみである。 

 
登記の⽬的  １番抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇相続 
抵 当 権 者  （被相続⼈Ｂ）持分２分の１ Ｃ 
                ２分の１ Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｂの⼾籍全部事項証明書等，Ｃ及びＤの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＤの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦１万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権移転 令和 5 年 12 ⽉ 21 ⽇
第 19987 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇相続 
抵当権者 持分2 分の1 Ｃ 
       2 分の1 Ｄ 
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―― 合併を原因とする抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で被担保債権を1000 万円とする株式会社Ｂ

の抵当権の設定の登記がされている。株式会社Ｂと株式会社Ｃ（会社法⼈等番
号3456-01-901232，代表取締役Ｅ）は，令和５年９⽉28 ⽇，株式会社Ｃが株式
会社Ｂを合併して存続し，株式会社Ｂが解散する旨の吸収合併契約を締結した。
この吸収合併契約で，吸収合併の効⼒発⽣⽇が令和５年 11 ⽉ 28 ⽇とされた。
その他の吸収合併の⼿続も令和５年 11 ⽉ 28 ⽇までに適法にされたため，令和
５年12 ⽉５⽇，吸収合併の商業登記がされた。 

 
登記の⽬的  １番抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇合併 
抵 当 権 者  （被合併会社 株式会社Ｂ）株式会社Ｃ 
       （会社法⼈等番号 ３４５６－０１－９０１２３２） 
       代表取締役 Ｅ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（株式会社Ｃの登記事項証明書） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｃの代表取締役Ｅの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｃの会社法⼈等番号） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦１万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 株式会社Ｂ 

付記 1 号 1番抵当権移転 令和 5 年 12 ⽉ 21 ⽇
第 19987 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇合併 
抵当権者 株式会社Ｃ 
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―― 会社分割を原因とする抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で被担保債権を1000 万円とする株式会社Ｂ

の抵当権の設定の登記がされている。株式会社Ｂ（会社法⼈等番号 2345-01-
890123，代表取締役Ｄ）と株式会社Ｃ（会社法⼈等番号3456-01-901232，代表取
締役Ｅ）は，令和５年９⽉28 ⽇，株式会社Ｂが株式会社Ｃに株式会社Ｂのホテ
ル事業を承継させる旨の吸収分割契約を締結した。この吸収分割契約書に，こ
の抵当権の被担保債権が株式会社Ｂから株式会社Ｃに承継される旨の記載，吸
収分割の効⼒発⽣⽇を令和５年11 ⽉ 28 ⽇とする旨の記載がある。その他の吸
収分割の⼿続も令和５年 11 ⽉ 28 ⽇までに適法にされたため，令和５年 12 ⽉
５⽇，吸収分割の商業登記がされた。 

 
登記の⽬的  １番抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇会社分割 
権 利 者  株式会社Ｃ 
       （会社法⼈等番号 ３４５６－０１－９０１２３２） 
       代表取締役 Ｅ 
義 務 者  株式会社Ｂ 
       （会社法⼈等番号 ２３４５－０１－８９０１２３） 
       代表取締役 Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（吸収分割契約書及び株式会社Ｃの登記事項証明書） 
       登記識別情報（株式会社Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｃの代表取締役Ｅ及び株式会社Ｂの代表取締

役Ｄの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｃ及び株式会社Ｂの会社法⼈等番号） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦２万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 株式会社Ｂ 

付記 1 号 1番抵当権移転 令和 5 年 12 ⽉ 21 ⽇
第 19987 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇会社分割
抵当権者 株式会社Ｃ 
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―― ⺠法392 条２項による代位の登記 
 

登記の⽬的  １番抵当権代位 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇⺠法第 392 条第２項による代位 
  競売不動産  新宿区新宿⼀丁⽬１番の⼟地 
  競 売 代 価  ⾦ 3000 万円 
  弁 済 額  ⾦ 3000 万円 
  債 権 額  ⾦ 2000 万円 
  利   息  年２％ 
  損 害 ⾦  年 14％ 
  債 務 者  Ａ 
代 位 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（甲⼟地が競売されたこと，甲⼟地の不動産の

表⽰などを記載した書⾯） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記 1 号 1番抵当権代位 令和 5 年 11 ⽉ 30 ⽇
第 19652 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇⺠法第392 条第2 項
による代位 

競売不動産 新宿区新宿⼀丁⽬１番の⼟地 
競売代価 ⾦ 3000 万円 
弁済額 ⾦ 3000 万円 
債権額 ⾦ 2000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
代位者 Ｃ 

甲 ⼄ 
⼟ ⼟ 
地 地 
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に は 
登 甲 
記 ⼟ 
し 地 
ま の 
す 情 
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  が 
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  い 
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Ｃ
の
債
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―― 転抵当権の設定の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢの抵当権の

設定の登記がされている。ＢとＣは，令和５年11 ⽉
28 ⽇，債権者Ｃ・債務者Ｂとして，800 万円を利息
年４％，損害⾦年14％，違約⾦200 万円，弁済期を
毎⽉末⽇の 50 回払いで貸し付ける⾦銭消費貸借契
約を締結し，800 万円がＢに交付された（←これが
「債権契約」）。そして，ＢとＣは，同時に，この800
万円の債権を担保するため，Ｂがこの建物に有して
いる⼄区１番の抵当権を⽬的として，転抵当権の設定契約を締結した（←これ
が「物権契約」）。 

 
登記の⽬的  １番抵当権転抵当 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借 同⽇設定 
債 権 額  ⾦ 800 万円 
利   息  年４％ 
損 害 ⾦  年 14％ 
債 務 者  Ｂ 
転抵当権者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（転抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権転抵当 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5年11⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設
定 

債権額 ⾦800 万円 
利息 年4％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ｂ 
転抵当権者 Ｃ 

  

Ｂ

被担保債権
（債権契約）

抵当権

Ａ

Ｃ

転抵当 
（物権契約）
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―― 抵当権の譲渡の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢの抵当権の設定の登記がされている。

ＡとＣは，令和５年11 ⽉28 ⽇，債権者Ｃ・債務者Ａとして，800 万円を利息年
４％，損害⾦年14％，違約⾦200 万円，弁済期を毎⽉末⽇の50 回払いで貸し付
ける⾦銭消費貸借契約を締結し，800 万円がＡに交付された（←これが「債権契
約」）。そして，ＢとＣは，同⽇，この 800 万円の債権をＢの抵当権で担保させ
るため，Ｂがこの建物に有している⼄区１番の抵当権をＣへ譲渡する契約を締
結した（←これが「物権契約」）。 

 
登記の⽬的  １番抵当権譲渡 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借 同⽇譲渡 
債 権 額  ⾦ 800 万円 
利   息  年４％ 
損 害 ⾦  年 14％ 
債 務 者  Ａ 
受 益 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記 1 号 1番抵当権譲渡 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19451 号 

原因 令和5年11⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇譲渡 
債権額 ⾦ 800 万円 
利息 年 4％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
受益者 Ｃ 
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―― 抵当権の順位の譲渡の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢ

の抵当権の設定の登記，⼄区２番でＣの
抵当権の設定の登記がされている。Ｂと
Ｃは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，ＢがＣに抵
当権の順位を譲渡する契約を締結した
（←「物権契約」）。 

登記の⽬的  １番抵当権の２番抵当権への順位譲渡 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇順位譲渡 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権順位譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇

設定 
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記 1 号 1番抵当権の2番抵
当権への順位譲渡

令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19451 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇順位譲渡 

2 

1 

付 1 

抵当権設定 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設
定 

債権額 ⾦ 800 万円 
利息 年 4％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｃ 

順位の譲渡
（物権契約）Ｂ

１番抵当権

Ａ

Ｃ

２番抵当権

「Ｂ→Ｃ」の順位の譲渡（物権契約） 

申請例51 



 

56 

―― 順位変更の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢの抵当権の設定の登記，⼄区２番でＣ

の抵当権の設定の登記，⼄区３番でＤの抵当権の設定の登記がされている。Ｂ，
ＣおよびＤは，令和５年12 ⽉５⽇，「第１ ３番抵当権 第２ ２番抵当権 第
３ １番抵当権」とする順位変更の合意をした。 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 
4 

抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦1000 万円 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

2 

4 

抵当権設定 令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦800 万円 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｃ 

3 

4 

抵当権設定 令和5 年7 ⽉28 ⽇ 
第14152 号 

原因 令和5 年7 ⽉28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦2000 万円 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｄ 

4 1 番，2 番，3 番
順位変更 

令和5 年12 ⽉5 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年12 ⽉5 ⽇合意 
第1 3 番抵当権 
第2 2 番抵当権 
第3 1 番抵当権 

  

登記の⽬的  １番，２番，３番順位変更 
原   因  令和５年 12 ⽉５⽇合意 
変更後の順位  第１ ３番抵当権 
       第２ ２番抵当権 
       第３ １番抵当権 
申 請 ⼈  Ｂ 
       Ｃ 
       Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（順位変更契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報，Ｃの⼄区２番の登記識別情報，

Ｄの⼄区３番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ｃ及びＤの委任状） 
登録免許税  ⾦ 3000 円 

申請例52 



 

57 

―― ⼀部弁済を原因とする抵当権の債権額の減額の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・被担保債権を1000 万円とす

るＢの抵当権の設定の登記がされている。ＢとＡは，令和５年11 ⽉ 28 ⽇，こ
の抵当権の被担保債権を1000 万円から700 万円とする変更契約を締結した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更（付記） 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇変更 
変更後の事項  債権額 ⾦ 700 万円 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権変更契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 

   債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権変更 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇変更 
債権額 ⾦700 万円 
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―― 利息の元本への組⼊れにより債権額を増額する抵当権の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で債務者をＡ・債権額を1000 万円・利息を年２.５％とするＢの抵
当権の設定の登記がされている。Ａが利息の⽀払を１年分以上延滞したため，
ＢはＡに利息の⽀払を催告したが，それでもＡが⽀払わなかった。そこで，Ｂ
は，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，令和１年６⽉ 28 ⽇から令和５年６⽉ 27 ⽇までの利
息100 万円を元本に組み⼊れる旨をＡに通知した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更（付記） 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇ 令和１年６⽉ 28 ⽇から令和５年６⽉ 27 ⽇ま

での利息の元本組⼊ 
変更後の事項  債権額 ⾦ 1100 万円 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（利息を元本に組み⼊れたことを証する書⾯） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 100 万円 
登録免許税  ⾦ 4000 円 
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―― 元本の弁済により利息のみを担保する抵当権とする変更の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・債権額を1000 万円・利息を

年２％とするＢの抵当権の設定の登記がされている。ＡはＢに，令和５年６⽉
28 ⽇，この抵当権の被担保債権の元本 1000 万円・平成 30 年６⽉ 28 ⽇から令
和５年６⽉ 27 ⽇までに発⽣した利息 100 万円のうち，元本 1000 万円を弁済し
た。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更（付記） 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇元本弁済 
変更後の事項  債権額 ⾦ 100 万円（平成 30 年 6 ⽉ 28 ⽇から令和５年６⽉ 27 ⽇

までの利息） 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（⼀部弁済証書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区 1 番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
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―― 抵当権の⼀部移転の登記後に抵当権の共有者の１⼈の債権が弁済
された場合の抵当権の債権額の減額の変更の登記 

事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・被担保債権を1000 万円とす
るＢの抵当権の設定の登記がされている。その後，ＢからＣに被担保債権1000
万円のうち 700 万円が譲渡され，ＢからＣへの抵当権の⼀部移転の登記がされ
た。ＡはＢに，令和５年11 ⽉28 ⽇，この抵当権の被担保債権1000 万円のうち
300 万円を弁済した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇Ｂの債権弁済 
変更後の事項  債権額 ⾦ 700 万円 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
       Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（弁済証書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番及びＣの⼄区１番付記１号の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ，Ｂ及びＣの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ  

付記 1 号 1番抵当権⼀部
移転 

令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇債権⼀部譲渡 
譲渡額 ⾦ 700 万円 
抵当権者 Ｃ 

付記 2 号 1番抵当権変更 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19023 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇Ｂの債権弁済 
債権額 700 万円 
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―― 免責的債務引受を原因とする抵当権の債務者の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で債務者をＡとするＢの抵当権の設定の登記がされている。Ｂ，Ａ
およびＣは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，この抵当権の被担保債務を，ＣがＡから免
責的に引き受ける旨の契約を締結した。この免責的債務引受契約と同時に，Ｂ
はＣに対して，Ｂがこの建物に有している⼄区１番の抵当権をＣの債務に移す
意思表⽰をした。Ａは，この抵当権をＣの債務に移すことを承諾した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇免責的債務引受 
変更後の事項  債務者 Ｃ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（免責的債務引受契約書，抵当権移転請求書，Ａの承諾書）
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権変更 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇免責的債務引受 
債務者 Ｃ 
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―― 相続を原因とする抵当権の債務者の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で債務者をＡとするＢの抵当権の設定の登記がされている。Ａは，
令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，死亡した。Ａの相続⼈は，⼦ＣＤのみである。なお，相
続を原因とする所有権の移転の登記は，甲区２番においてＣＤ名義ですでにさ
れている。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇相続 
変更後の事項  債務者 Ｃ 
           Ｄ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ｃ 
       Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｃ及びＤの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
       登記識別情報（Ｃ及びＤの甲区２番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ｃ及びＤの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権変更 令和5 年12 ⽉21 ⽇
第19987 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇相続 
債務者 Ｃ 
    Ｄ 
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―― 債務免除を原因とする抵当権の債務者の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番でＡＣを連帯債務者・被担保債権を1000 万円とするＢの抵当権の
設定の登記がされている。Ａの負担部分は 500 万円，Ｃの負担部分は 500 万円
である。Ｂは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，Ｃに対して債務を免除する旨の意思表⽰
をした。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇債務免除 
変更後の事項  債務者 Ａ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（債務免除証書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
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―― 債務者更改による新債務担保を原因とする抵当権の債務者の変更
の登記 

事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）
に，⼄区１番で債務者をＡとするＢの抵当権の設定の登記がされている。Ｂと
Ｃは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，ＡのＢに対する債務を消滅させるとともに，債権
者Ｂ・債務者Ｃとする⾦銭消費貸借契約による債権（債権額⾦1200 万円，利息
年３％，損害⾦年12％，違約⾦200 万円，弁済期⽇令和15 年11 ⽉28 ⽇）を新
たに成⽴させる契約を締結した。ＢはＡに，更改契約をした旨を通知した。この
更改契約と同時に，ＢはＣに対して，Ｂがこの建物に有している⼄区１番の抵
当権をＣの債務に移す意思表⽰をした。Ａは，この抵当権をＣの債務に移すこ
とを承諾した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇債務者更改による新債務担保 
変更後の事項  債 権 額  ⾦ 1200 万円 
       利   息  年３％ 
       損 害 ⾦  年 12％ 
       債 務 者  Ｃ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（債務者更改契約書，抵当権移転請求書など） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦2000 万円 
利息 年5％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権変更 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇債務者更改による新
債務担保 

債権額 ⾦1200 万円 
利息 年3％ 
損害⾦ 年12％ 
債務者 Ｃ 
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―― 錯誤を原因とする抵当権の債務者の更正の登記 
 
登記の⽬的  １番抵当権更正 
原   因  錯誤 
更正後の事項  債務者 Ｃ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
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―― 抵当権の効⼒を所有権全部に及ぼす変更の登記 
事例：ＡＣが共有している⼟地のＡ持分に，令和５年６⽉28 ⽇に締結された⾦銭消費

貸借に基づく債権を被担保債権として（←これが「債権契約」）⼄区１番でＢの
抵当権の設定の登記がされている。その後，ＡがＣの持分をすべて取得し，そ
の登記が甲区２番でされた。ＢとＡは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，⼄区１番の抵当
権の被担保債権を担保するため，ＡがＣから取得した持分を⽬的として，抵当
権の追加設定契約を締結した（←これが「物権契約」）。 

 
登記の⽬的  １番抵当権の効⼒を所有権全部に及ぼす変更（付記） 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借令和５年 11 ⽉ 28 ⽇設定 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権追加設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1500 円（登録免許税法第 13 条第２項） 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12456 号 
共有者 持分 2 分の1 Ａ 
      2 分の 1 Ｃ 

2 Ｃ持分全部移転 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19451 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇売買 
所有者 持分 2 分の1 Ａ 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 Ａ持分抵当権設

定 
令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権の効⼒
を所有権全部に
及ぼす変更 

令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第19452 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借令和5年
11 ⽉28 ⽇設定 
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―― 抵当権を○○持分の抵当権とする変更の登記 
事例：ＡＣが共有している⼟地の所有権すべてを⽬的として，⼄区１番でＢの抵当権

の設定の登記がされている。Ｂは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，Ｃ持分について抵当
権を放棄した。そして，その意思表⽰が，令和５年11 ⽉29 ⽇にＣに到達した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権をＡ持分の抵当権とする変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇Ｃ持分の放棄 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権放棄証書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12456 号 
共有者 持分2 分の1 Ａ 
      2 分の1 Ｃ 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番抵当権をＡ持
分の抵当権とする
変更 

令和5 年11 ⽉30 ⽇
第19512 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇Ｃ持分の放棄 
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―― 弁済を原因とする抵当権の抹消の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・被担保債権を1000 万円とす

るＢの抵当権の設定の登記がされている。ＡはＢに，令和５年11 ⽉ 28 ⽇，こ
の抵当権の被担保債権の残額300 万円の全額を弁済した。 

 
登記の⽬的  １番抵当権抹消 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇弁済 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（弁済証書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦1000 万円 
利息 年2％ 
損害⾦ 年14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ  

2 1 番抵当権抹消 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇弁済 
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―― 根抵当権の設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉28 ⽇，債権者Ｂ・債務者Ａとして，⾦銭消費貸借取引

から⽣じる不特定債権を極度額 1000 万円の限度で担保するため，Ａが所有し
ている建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）を⽬的と
して，根抵当権の設定契約を締結した（←「物権契約」）。 

 
登記の⽬的  根抵当権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
極 度 額  ⾦ 1000 万円 
債権の範囲  ⾦銭消費貸借取引 
債 務 者  Ａ 
根抵当権者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 
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―― 共有根抵当権の設定の登記 
事例：Ｂ，ＣおよびＡは，令和５年６⽉28 ⽇，債権者Ｂ・債務者Ａとする運送取引か

ら⽣じる不特定債権，および，債権者Ｃ・債務者Ｄとする加⼯委託取引から⽣
じる不特定債権を極度額 1000 万円の限度で担保するため，Ａが所有している
建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）を⽬的として，
根抵当権の設定契約を締結した（←「物権契約」）。 

 
登記の⽬的  根抵当権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
極 度 額  ⾦ 1000 万円 
債権の範囲  根抵当権者Ｂにつき  運送取引 
       根抵当権者Ｃにつき  加⼯委託取引 
債 務 者  根抵当権者Ｂにつき  Ａ 
       根抵当権者Ｃにつき  Ｄ 
根抵当権者  Ｂ 
       Ｃ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ｃ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
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―― 純粋共同根抵当権の設定の登記 
事例：Ｂ，ＡおよびC は，令和５年６

⽉28 ⽇，債権者Ｂ・債務者Ａと
して，電⼦記録債権を極度額
1000 万円の限度で担保するた
め，Ａが所有している甲⼟地
（甲区１番でＡ名義の所有権
の保存の登記がされている）お
よびＣが所有している⼄⼟地（甲区１番でＣ名義の所有権の保存の登記がされ
ている）を⽬的として，共同根抵当権の設定契約を締結した（←「物権契約」）。
甲⼟地および⼄⼟地は，同⼀の登記所の管轄区域内にある。 

＊このように，同⼀の登記所の管轄区域内にある不動産を⽬的とする共同担保の登記は，登記の⽬的が同⼀で
あれば⼀の申請情報で（１件で）申請できます（不登規35 条10 号）。 

 
登記の⽬的  共同根抵当権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
極 度 額  ⾦ 1000 万円 
債権の範囲  電⼦記録債権 
債 務 者  Ａ 
根抵当権者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
       Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（共同根抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲⼟地甲区１番の登記識別情報，Ｃの⼄⼟地甲区１番

の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａ及びＣの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ａ及びＣの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
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【甲⼟地】 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 電⼦記録債権 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 
共同担保 ⽬録(あ)第100 号 

 

共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (あ)第100 号 調製 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 新宿区新宿⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 

 
【⼄⼟地】 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 電⼦記録債権 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 
共同担保 ⽬録(あ)第100 号 

 

共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (あ)第100 号 調製 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 新宿区新宿⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 
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―― 共同根抵当権の追加設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉28 ⽇，

債権者Ｂ・債務者Ａとして，信⽤
⾦庫取引から⽣じる不特定債権
を極度額 1000 万円の限度で担
保するため，Ａが所有している
甲⼟地（甲区１番でＡ名義の所
有権の保存の登記がされてい
る）を⽬的として，根抵当権の設定契約を締結した（←「物権契約」）。そして，
甲⼟地に根抵当権の設定の登記がされた。その後の令和５年11 ⽉28 ⽇，ＢとＣ
は，この債権を担保するため，Ｃが所有している⼄⼟地（甲区１番でＣ名義の所
有権の保存の登記がされている）を⽬的として，根抵当権の設定契約を締結した
（←「物権契約」）。甲⼟地および⼄⼟地は，異なる登記所の管轄区域内にある。 

 
登記の⽬的  共同根抵当権設定（追加） 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇設定 
極 度 額  ⾦ 1000 万円 
債権の範囲  信⽤⾦庫取引 
債 務 者  Ａ 
根抵当権者  Ｂ 
設 定 者  Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（共同根抵当権追加設定契約書） 
       登記識別情報（Ｃの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｃの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
       前登記証明書（甲⼟地の登記事項証明書） 
登録免許税  ⾦ 1500 円（登録免許税法第 13 条第２項） 
 

（登記済
み） 

Ａ 
甲 

Ｂ 

Ｃ 
⼄ 
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【甲⼟地】 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 信⽤⾦庫取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権担
保追加 

令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

共同担保 ⽬録(あ)第184 号 

 

共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (あ)第184 号 調製 令和5 年12 ⽉5 ⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 横浜地⽅法務局 

横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 

余 ⽩ 令和5 年11 ⽉28 ⽇第19451 号追加 

 
【⼄⼟地】 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 根抵当権設定 令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第23151 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 信⽤⾦庫取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 
共同担保 ⽬録(か)第251 号 

共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (か)第251 号 調製 令和5 年11 ⽉28 ⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 東京法務局新宿出張所 

新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 

余 ⽩ 余 ⽩ 
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―― 譲渡を原因とする根抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で極度額を1000 万円とするＢの根抵当権の

設定の登記がされている。ＢとＣは，令和５年11 ⽉ 20 ⽇，この根抵当権をＢ
がＣに譲渡する契約を締結した。そして，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，Ａがこの根抵
当権の譲渡について承諾をした（＊）。 

＊択⼀でも記述でも，この事例のように，根抵当権が確定している旨の情報が記載されていなければ，確定前
根抵当権であると考えてください。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇譲渡 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権全部譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
       承諾証明情報（Ａの承諾書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦２万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 信⽤組合取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番根抵当権移転 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇譲渡 
根抵当権者 Ｃ 
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―― ⼀部譲渡を原因とする根抵当権の⼀部移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で極度額を1000 万円とするＢの根抵当権の

設定の登記がされている。ＢとＣは，令和５年11 ⽉ 20 ⽇，この根抵当権をＢ
がＣに⼀部譲渡する契約を締結した。そして，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，Ａがこの
根抵当権の⼀部譲渡について承諾をした。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権⼀部移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇⼀部譲渡 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権⼀部譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
       承諾証明情報（Ａの承諾書） 
課 税 価 格  ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦１万円 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 信託取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番根抵当権⼀部
移転 

令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇⼀部譲渡 
根抵当権者 Ｃ 
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―― 根抵当権の分割譲渡の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢの根抵当権（令和５年６⽉28 ⽇受付第

12457 号・原因：令和５年６⽉28 ⽇設定・極度額：1000 万円・債権の範囲：⽯
油類販売取引・債務者：Ａ）の設定の登記がされている。ＢとＣは，令和５年
11 ⽉ 20 ⽇，この根抵当権を極度額 700 万円と 300 万円の根抵当権に分割し，
300 万円の根抵当権をＣに譲渡する契約を締結した。そして，令和５年11 ⽉28
⽇，Ａがこの根抵当権の分割譲渡について承諾をした。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権分割譲渡 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇分割譲渡 
（根抵当権の表⽰） 
令和５年６⽉ 28 ⽇受付第 12457 号 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
極 度 額  ⾦ 300 万円（分割後の原根抵当権の極度額 ⾦ 700 万円） 
債権の範囲  ⽯油類販売取引 
債 務 者  Ａ 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権分割譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
       承諾証明情報（Ａの承諾書） 
課 税 価 格  ⾦ 300 万円 
登録免許税  ⾦ 6000 円 
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権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1(あ) 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⽯油類販売取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番(あ)根抵当権
変更 

余 ⽩ 
 

極度額 ⾦700 万円 
分割譲渡により令和5 年11 ⽉28 ⽇付記 

1(い) 1 番根抵当権分割
譲渡 

令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇分割譲渡 
（根抵当権の表⽰） 
令和5 年6 ⽉28 ⽇受付 
第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦300 万円 
債権の範囲 ⽯油類販売取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｃ 
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―― 譲渡を原因とする根抵当権の共有者の権利の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で極度額を1000 万円とするＢＣ共有の根抵

当権の設定の登記がされている。ＢとＤは，令和５年 11 ⽉ 20 ⽇，この根抵当
権のＢの権利をＤに譲渡する契約を締結した。そして，令和５年 11 ⽉ 22 ⽇，
Ａがこの権利の譲渡について承諾し，令和５年11 ⽉ 28 ⽇，Ｃがこの権利の譲
渡について同意した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権共有者Ｂの権利移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇譲渡 
権 利 者  Ｄ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権の権利の譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｄ及びＢの委任状） 
       承諾証明情報（Ａの承諾書） 
       同意証明情報（Ｃの同意書） 
課 税 価 格  ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦１万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⽯油供給取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 
      Ｃ 

付記1 号 1 番根抵当権共有
者Ｂの権利移転 

令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇譲渡 
根抵当権者 Ｄ 

 

申請例72 



 

80 

―― 放棄を原因とする根抵当権の共有者の権利の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で極度額を1000 万円とするＢＣ共有の根抵

当権の設定の登記がされている。令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，Ｂが根抵当権を放棄し
た。そして，その意思表⽰が，令和５年11 ⽉29 ⽇にＣに到達した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権共有者Ｂの権利移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇放棄 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権の権利の放棄証書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦１万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 相互銀⾏取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 
      Ｃ 

付記1 号 1 番根抵当権共有
者Ｂの権利移転 

令和5 年11 ⽉30 ⽇
第19512 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇放棄 
根抵当権者 Ｃ 
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―― 譲渡を原因とする共同根抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している甲⼟地およびＤが所有してい

る⼄⼟地に，⼄区１番で極度額を 1000 万円とす
るＢの共同根抵当権の設定の登記がされている。
ＢとＣは，令和５年11 ⽉20 ⽇，この根抵当権を
ＢがＣに譲渡する契約を締結した。そして，令和
５年11 ⽉28 ⽇，ＡとＤがこの根抵当権の譲渡に
ついて承諾をした。甲⼟地および⼄⼟地は，同⼀
の登記所の管轄区域内にある（＊）。 

＊このように，同⼀の登記所の管轄区域内にある不動産を⽬的とする共同担保の登記は，登記の⽬的が同⼀で
あれば⼀の申請情報で（１件で）申請できます（不登規35 条10 号）。 

 
登記の⽬的  １番共同根抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇譲渡 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権全部譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの甲⼟地⼄区１番及び⼄⼟地⼄区１番の登記識別情報）
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
       承諾証明情報（Ａ及びＤの承諾書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦２万円 
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―― 根抵当権を⽬的とする転抵当権の設定の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢの根抵当権

の設定の登記がされている。ＢとＣは，令和５年11
⽉28 ⽇，債権者Ｃ・債務者Ｂとして，800 万円を利
息年４％，損害⾦年14％，違約⾦200 万円，弁済期
を毎⽉末⽇の 50 回払いで貸し付ける⾦銭消費貸借
契約を締結し，800 万円がＢに交付された（←これ
が「債権契約」）。そして，ＢとＣは，同時に，この
800 万円の債権を担保するため，Ｂがこの建物に有している⼄区１番の根抵当
権を⽬的として，転抵当権の設定契約を締結した（←これが「物権契約」）。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権転抵当 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借 同⽇設定 
債 権 額  ⾦ 800 万円 
利   息  年４％ 
損 害 ⾦  年 14％ 
債 務 者  Ｂ 
転抵当権者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（転抵当権設定契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
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―― 変更を原因とする根抵当権の極度額の増額の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で極度額を1000 万円とするＢの根抵当権の設定の登記がされてい
る。ＢとＡは，令和５年11 ⽉20 ⽇，この根抵当権の極度額を2000 万円に変更
する契約を締結した。この建物には⼄区２番でＣの抵当権の設定の登記がされ
ているが，Ｃは令和５年11 ⽉28 ⽇に承諾した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇変更 
変更後の事項  極度額 ⾦ 2000 万円 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権変更契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
       承諾証明情報（Ｃの承諾書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 著作権使⽤許諾取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権変更 令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇変更 
極度額 ⾦2000 万円 

2 抵当権設定 令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5年7⽉8⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦800 万円 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｃ 
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―― 根抵当権の債権の範囲の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で債権の範囲を⾦銭消費貸借取引とするＢの根抵当権の設定の登
記がされている。ＢとＡは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，この根抵当権の債権の範囲
を売買取引に変更する契約を締結した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇変更 
変更後の事項  債権の範囲 売買取引 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権変更契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権変更 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇変更 
債権の範囲 売買取引 
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―― 変更を原因とする根抵当権の債務者の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で債務者をＡとするＢの根抵当権の設定の登記がされている。Ｂと
Ａは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，この根抵当権の債務者をＣに変更する契約を締結
した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇変更 
変更後の事項  債務者 Ｃ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権変更契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⼿形割引取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権変更 令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇変更 
債務者 Ｃ 
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―― 変更を原因とする根抵当権の債権の範囲および債務者の変更の登記 
 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇変更 
変更後の事項  債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
             令和５年 11 ⽉ 20 ⽇債務引受（旧債務者Ａ）に係る債権 
       債務者 Ｃ ――②         ① 

権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権変更契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 
 

③ 
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―― 根抵当権の確定期⽇の変更の登記（繰上げ） 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で確定期⽇を令和８年６⽉28 ⽇とするＢの

根抵当権の設定の登記がされている。ＢとＡは，令和５年７⽉28 ⽇，この確定
期⽇を令和５年８⽉28 ⽇に変更する契約を締結した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年７⽉ 28 ⽇変更 
変更後の事項  確定期⽇ 令和５年８⽉ 28 ⽇ 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権変更契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 当座貸越取引 
債務者 Ａ 
確定期⽇ 令和8 年6 ⽉28 ⽇ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権変更 令和5 年7 ⽉28 ⽇ 
第14152 号 

原因 令和5 年7 ⽉28 ⽇変更 
確定期⽇ 令和5 年8 ⽉28 ⽇ 
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―― 根抵当権の優先の定めの登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢＣ共有の根抵当権の設定の登記がされ

ている。ＢとＣは，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，ＢがＣに優先して弁済を受ける旨を
定めた。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権優先の定 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇合意 
優 先 の 定  ＢはＣに優先 
申 請 ⼈  Ｂ 
       Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権優先の定合意書） 
       登記識別情報（Ｂ及びＣの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 物品加⼯委託取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 
      Ｃ 

付記1 号 1番根抵当権優先
の定 

令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇合意 
優先の定 ＢはＣに優先 

 
 

申請例81 



 

89 

―― 変更を原因とする共同根抵当権の債務者の変更の登記 
事例：Ａが所有している甲⼟地（甲区１番でＡ名義の所

有権の保存の登記がされている）およびＤが所有
している⼄⼟地（甲区１番でＤ名義の所有権の保
存の登記がされている）に，⼄区１番で債務者を
ＡとするＢの共同根抵当権の設定の登記がされ
ている。Ｂ，ＡおよびＤは，令和５年11 ⽉28 ⽇，
この根抵当権の債務者をＣに変更する契約を締
結した。甲⼟地および⼄⼟地は，同⼀の登記所の
管轄区域内にある（＊）。 

＊このように，同⼀の登記所の管轄区域内にある不動産を⽬的とする共同担保の登記は，登記の⽬的が同⼀で
あれば⼀の申請情報で（１件で）申請できます（不登規35 条10 号）。 

 
登記の⽬的  １番共同根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇変更 
変更後の事項  債務者 Ｃ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
       Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権変更契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲⼟地甲区１番及びＤの⼄⼟地甲区１番の登記識別情

報） 
       印鑑証明書（Ａ及びＤの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ａ及びＤの委任状） 
登録免許税  ⾦ 2000 円 

 

Ｂ
 Ａ Ａ

甲

Ｂ
 Ｄ

⼄

共
同 

Ｃ

Ａ

Ｃ
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―― 相続を原因とする根抵当権の移転の登記 
指定根抵当権者の合意の登記 
指定根抵当権者の合意後の共同根抵当権の追加設定の登記 

事例：Ａが所有している甲⼟地（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされてい
る）に，⼄区１番で極度額を1000 万円・債権の範囲を⾦銭消費貸借取引・債務
者をＡとするＢの根抵当権の設定の登記がされている。Ｂは，令和５年11 ⽉28
⽇，死亡した。Ｂの相続⼈は，⼦ＣＤのみである。Ａ，ＣおよびＤとの間で，
令和６年５⽉10 ⽇，この根抵当権の指定根抵当権者をＣとする旨の合意がされ
た。これらの登記は，令和６年５⽉ 20 ⽇に申請された（＊）。また，Ｃ，Ｄお
よびＥは，令和６年５⽉30 ⽇，これらの債権を担保するため，Ｅが所有してい
る⼄⼟地（甲区１番でＥ名義の所有権の保存の登記がされている）を⽬的とし
て，根抵当権の設定契約を締結した。甲⼟地および⼄⼟地は，異なる登記所の
管轄区域内にある。 

＊記述では，指定根抵当権者の合意の登記が相続開始から６か⽉以内に申請されているかを必ずチェックして
ください。本事例はギリギリ６か⽉以内ですが，６か⽉を経過している場合には，以下の２/３の指定根抵当
権者の合意の登記はもちろん，３/３の共同根抵当権の追加設定の登記も申請できません。共同根抵当権の追
加設定の登記は，元本確定前しかできないからです（平元.９.５⺠三.3486）。相続開始から６か⽉以内に指定根
抵当権者の合意の登記がされなければ，元本が確定します）。 

 
１/３ 

登記の⽬的  １番根抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇相続 
根抵当権者  （被相続⼈Ｂ）Ｃ 
              Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｂの⼾籍全部事項証明書等，Ｃ及びＤの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＤの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦１万円 
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２/３ 
登記の⽬的   １番根抵当権変更 
原   因   令和６年５⽉ 10 ⽇合意 
指定根抵当権者 Ｃ 
権 利 者   Ｃ 
        Ｄ 
義 務 者   Ａ 
添 付 情 報   登記原因証明情報（根抵当権者指定合意証書） 
        登記識別情報（Ａの甲⼟地甲区１番の登記識別情報） 
        印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
        代理権限証明情報（Ｃ，Ｄ及びＡの委任状） 
登録免許税   ⾦ 1000 円 
 

３/３ 
登記の⽬的   共同根抵当権設定（追加） 
原   因   令和６年５⽉ 30 ⽇設定 
極 度 額   ⾦ 1000 万円 
債権の範囲   ⾦銭消費貸借取引 
債 務 者   Ａ 
根抵当権者   （Ｂ（令和５年 11 ⽉ 28 ⽇死亡）の相続⼈）Ｃ 

Ｄ 
指定根抵当権者 （令和６年５⽉ 10 ⽇合意）Ｃ 
設 定 者   Ｅ 
添 付 情 報   登記原因証明情報（共同根抵当権追加設定契約書） 
        登記識別情報（Ｅの⼄⼟地甲区１番の登記識別情報） 
        印鑑証明書（Ｅの印鑑証明書） 
        代理権限証明情報（Ｃ，Ｄ及びＥの委任状） 
        前登記証明書（甲⼟地の登記事項証明書） 
登録免許税   ⾦ 1500 円（登録免許税法第 13 条第２項） 
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【甲⼟地】 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権移転 令和6 年5 ⽉20 ⽇ 
第12591 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇相続 
根抵当権者 Ｃ 
      Ｄ 

付記2 号 1番根抵当権変更 令和6 年5 ⽉20 ⽇ 
第12592 号 

原因 令和6 年5 ⽉10 ⽇合意 
指定根抵当権者 Ｃ 

付記3 号 1番根抵当権担保
追加 

令和6 年5 ⽉30 ⽇ 
第12620 号 

共同担保 ⽬録(あ)第257 号 

 
共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (あ)第257 号 調製 令和6 年6 ⽉2 ⽇

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 横浜地⽅法務局 

横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 

余 ⽩ 令和6 年5 ⽉30 ⽇第12620 号追加
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【⼄⼟地】 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 根抵当権設定 令和6 年5 ⽉30 ⽇ 
第14812 号 

原因 令和6 年5 ⽉30 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 （Ｂ（令和5 年11 ⽉28 ⽇死亡）の

相続⼈） 
 Ｃ 
 Ｄ 
指定根抵当権者 （令和6 年5 ⽉10 ⽇合意）Ｃ
共同担保 ⽬録(か)第292 号 

 

共 同 担 保 ⽬ 録 

記号及び番号 (か)第292 号 調製 令和6 年5 ⽉30 ⽇

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 

2 東京法務局新宿出張所 

新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 

余 ⽩ 余 ⽩ 
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―― 相続を原因とする根抵当権の債務者の変更の登記 
指定債務者の合意の登記 
指定債務者の合意後の共同根抵当権の追加設定の登記 

事例：Ａが所有している甲⼟地（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされてい
る）に，⼄区１番で極度額を1000 万円・債権の範囲を⾦銭消費貸借取引・債務
者をＣとするＢの根抵当権の設定の登記がされている。Ｃは，令和５年11 ⽉28
⽇，死亡した。Ｃの相続⼈は，⼦ＤＥのみである。ＢとＡとの間で，令和６年５
⽉10 ⽇，この根抵当権の指定債務者をＤとする旨の合意がされた。これらの登
記は，令和６年５⽉ 20 ⽇に申請された（＊）。また，ＢとＦは，令和６年５⽉
30 ⽇，これらの債権を担保するため，Ｆが所有している⼄⼟地（甲区１番でＦ
名義の所有権の保存の登記がされている）を⽬的として，根抵当権の設定契約
を締結した。甲⼟地および⼄⼟地は，異なる登記所の管轄区域内にある。 

＊記述では，P92＊の根抵当権者の相続と同じく，指定債務者の合意の登記が相続開始から６か⽉以内に申請さ
れているかを必ずチェックしてください。本事例はギリギリ６か⽉以内ですが，６か⽉を経過している場合
には，以下の２/３の指定債務者の合意の登記はもちろん，３/３の共同根抵当権の追加設定の登記も申請で
きません。理由も，P92＊の根抵当権者の相続と同じです。 
 

１/３ 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇相続 
変更後の事項  債務者（被相続⼈Ｃ）Ｄ 
                 Ｅ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｃの⼾籍全部事項証明書等，Ｄ及びＥの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
       登記識別情報（Ａの甲⼟地甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
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２/３ 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和６年５⽉ 10 ⽇合意 
指定債務者  Ｄ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権債務者指定合意証書） 
       登記識別情報（Ａの甲⼟地甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

３/３ 
登記の⽬的  共同根抵当権設定（追加） 
原   因  令和６年５⽉ 30 ⽇設定 
極 度 額  ⾦ 1000 万円 
債権の範囲  ⾦銭消費貸借取引 
債 務 者  （Ｃ（令和５年 11 ⽉ 28 ⽇死亡）の相続⼈）Ｄ 

Ｅ 
指定債務者  （令和６年５⽉ 10 ⽇合意）Ｄ 
根抵当権者  Ｂ 
設 定 者  Ｆ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（共同根抵当権追加設定契約書） 
       登記識別情報（Ｆの⼄⼟地甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｆの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＦの委任状） 
       前登記証明書（甲⼟地の登記事項証明書） 
登録免許税  ⾦ 1500 円（登録免許税法第 13 条第２項） 
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【甲⼟地】 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
債務者 Ｃ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権変更 令和6 年5 ⽉20 ⽇
第12591 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇相続
債務者 Ｄ 
    Ｅ 

付記2 号 1番根抵当権変更 令和6 年5 ⽉20 ⽇
第12592 号 

原因 令和6 年5 ⽉10 ⽇合意
指定債務者 Ｄ 

付記3 号 1番根抵当権担保
追加 

令和6 年5 ⽉30 ⽇
第12620 号 

共同担保 ⽬録(あ)第257 号

 
共 同 担 保 ⽬ 録 
記号及び番号 (あ)第257 号 調製 令和6 年6 ⽉7 ⽇

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 
1 新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 1 余 ⽩ 
2 横浜地⽅法務局 

横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 
余 ⽩ 令和6 年5 ⽉30 ⽇第12620 号追加

 
【⼄⼟地】 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和6 年5 ⽉30 ⽇

第14812 号 
原因 令和6 年5 ⽉30 ⽇設定
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
債務者 （Ｃ（令和5年11⽉28⽇死亡）の相続⼈） 
 Ｄ 
 Ｅ 
指定債務者 （令和6 年5 ⽉10 ⽇合意）Ｄ 
根抵当権者 Ｂ 
共同担保 ⽬録(か)第292 号 

共 同 担 保 ⽬ 録 
記号及び番号 (か)第292 号 調製 令和6 年5 ⽉30 ⽇ 

番 号 担保の⽬的である権利の表⽰ 順位番号 予  備 

1 横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬ 2 番の⼟地 1 余 ⽩ 
2 東京法務局新宿出張所 

新宿区新宿⼀丁⽬ 1 番の⼟地 
余 ⽩ 余 ⽩ 
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―― 合併を原因とする根抵当権の移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で極度額を1000 万円とする株式会社Ｂの根

抵当権の設定の登記がされている。株式会社Ｂと株式会社Ｃ（会社法⼈等番号
3456-01-901232，代表取締役Ｅ）は，令和５年９⽉ 28 ⽇，株式会社Ｃが株式会
社Ｂを合併して存続し，株式会社Ｂが解散する旨の吸収合併契約を締結した。
この吸収合併契約で，吸収合併の効⼒発⽣⽇が令和５年 11 ⽉ 28 ⽇とされた。
その他の吸収合併の⼿続も令和５年 11 ⽉ 28 ⽇までに適法にされたため，令和
５年12 ⽉５⽇，吸収合併の商業登記がされた。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇合併 
根抵当権者  （被合併会社 株式会社Ｂ）株式会社Ｃ 
       （会社法⼈等番号 ３４５６－０１－９０１２３２） 
       代表取締役 Ｅ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（株式会社Ｃの登記事項証明書） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｃの代表取締役Ｅの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｃの会社法⼈等番号） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦１万円 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 前受業務保証⾦供託委託取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 株式会社Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権移転 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇合併 
根抵当権者 株式会社Ｃ 
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―― 合併を原因とする根抵当権の債務者の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で債務者を株式会社ＣとするＢの根抵当権の設定の登記がされて
いる。株式会社Ｃと株式会社Ｄは，令和５年９⽉28 ⽇，株式会社Ｄが株式会社
Ｃを合併して存続し，株式会社Ｃが解散する旨の吸収合併契約を締結した。この
吸収合併契約で，吸収合併の効⼒発⽣⽇が令和５年 11 ⽉ 28 ⽇とされた。その
他の吸収合併の⼿続も令和５年 11 ⽉ 28 ⽇までに適法にされたため，令和５年
12 ⽉５⽇，吸収合併の商業登記がされた。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇合併 
変更後の事項  債務者（被合併会社 株式会社Ｃ）株式会社Ｄ ＊ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（株式会社Ｄの登記事項証明書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 

 
＊株式会社Ｄは法⼈ですが，会社法⼈等番号を提供する（申請情報に記載する）必要もありませんし，代表者を

記載する必要もありません。株式会社Ｄは，債務者であって，申請⼈となっている法⼈ではないからです。 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 輸出⼊業務委託取引 
債務者 株式会社Ｃ 
根抵当権者 Ｂ       

付記1 号 1番根抵当権変更 令和5 年12 ⽉21 ⽇
第19987 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇合併 
債務者 株式会社Ｄ 
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―― 会社分割を原因とする根抵当権の⼀部移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で極度額を1000 万円とする株式会社Ｂの根

抵当権の設定の登記がされている。株式会社Ｂ（会社法⼈等番号2345-01-890123，
代表取締役Ｄ）は，令和５年９⽉28 ⽇，株式会社Ｃ（会社法⼈等番号3456-01-
901232，代表取締役Ｅ）を設⽴する新設分割を計画した。この新設分割計画書
には，この根抵当権は株式会社Ｃに移転しない旨が記載されている（＊）。その
他の新設分割の⼿続も適法にされたため，令和５年12 ⽉５⽇，新設分割の商業
登記がされた。 

＊このように「移転しない」と記載されていても，法律上当然に株式会社Ｃに根抵当権の⼀部が移転します。 
 
登記の⽬的  １番根抵当権⼀部移転 
原   因  令和５年 12 ⽉５⽇会社分割 
権 利 者  株式会社Ｃ 
       （会社法⼈等番号 ３４５６－０１－９０１２３２） 
       代表取締役 Ｅ 
義 務 者  株式会社Ｂ 
       （会社法⼈等番号 ２３４５－０１－８９０１２３） 
       代表取締役 Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（株式会社Ｃの登記事項証明書） 
       登記識別情報（株式会社Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｃの代表取締役Ｅ及び株式会社Ｂの代表取締

役Ｄの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｃ及び株式会社Ｂの会社法⼈等番号） 
課 税 価 格  ⾦ 500 万円 
登録免許税  ⾦１万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 ⾦銭消費貸借取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 株式会社Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権⼀部
移転 

令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 令和5 年12 ⽉5 ⽇会社分割 
根抵当権者 株式会社Ｃ 
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―― 会社分割を原因とする根抵当権の債務者の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，⼄区１番で債務者を株式会社ＣとするＢの根抵当権の設定の登記がされて
いる。株式会社Ｃは，令和５年９⽉28 ⽇，株式会社Ｄを設⽴する新設分割を計
画した。この新設分割計画書には，この根抵当権によって担保される債務は株式
会社Ｄに移転しない旨が記載されている（＊）。その他の新設分割の⼿続も適法
にされたため，令和５年12 ⽉５⽇，新設分割の商業登記がされた。 

＊このように「移転しない」と記載されていても，法律上当然に株式会社Ｃと株式会社Ｄの債務を担保する根抵
当権となります。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 12 ⽉５⽇会社分割 
変更後の事項  債務者 株式会社Ｃ 
           株式会社Ｄ ＊ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（株式会社Ｄの登記事項証明書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

＊株式会社Ｃ・株式会社Ｄは法⼈ですが，会社法⼈等番号を提供する（申請情報に記載する）必要もありません
し，代表者を記載する必要もありません。株式会社Ｃ・株式会社Ｄは，債務者であり，申請⼈となっている
法⼈ではないからです。 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 液体供給取引 
債務者 株式会社Ｃ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権変更 令和5 年12 ⽉21 ⽇
第19987 号 

原因 令和5 年12 ⽉5 ⽇会社分割 
債務者 株式会社Ｃ 
    株式会社Ｄ 
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―― 第三者の申⽴てに基づく競売⼿続の開始による根抵当権の元本確
定の登記 

事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢの根抵当権の設定の登記がされている。
Ａの⼀般債権者Ｃの申⽴てにより，この建物について競売⼿続が開始された。そ
して，令和５年11 ⽉13 ⽇，Ｂの元へ裁判所から債権届出の催告書が届いた。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権元本確定 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇確定 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（⺠事執⾏法の規定による催告を受けたことを証する情
報） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 貸付有価証券取引 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番根抵当権元本
確定 

令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇確定 
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―― 債権⼀部譲渡を原因とする根抵当権の⼀部移転の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・極度額を1000 万円・確定期

⽇を令和５年11 ⽉20 ⽇とする（＊）Ｂの根抵当権の設定の登記がされている。
この根抵当権の債権の範囲に含まれるＢのＡに対する債権は 2000 万円である
が，ＢとＣは，令和５年11 ⽉28 ⽇，この債権のうち1500 万円をＢがＣに売却
する契約を締結した。令和５年11 ⽉ 29 ⽇，債権譲渡の事実を記載した内容証
明郵便がＡに到達した。 

＊記述では，確定期⽇は登記記録にしか記載されていないのが通常です。登記記録の確定期⽇の記載から，確
定期⽇が到来し元本が確定しているかを判断する必要があります。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権⼀部移転 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇債権⼀部譲渡 
譲 渡 額  ⾦ 1500 万円 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権付債権譲渡契約書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦２万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 

   債権の範囲 割賦販売取引 
確定期⽇ 令和5 年11 ⽉20 ⽇ 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番根抵当権⼀部
移転 

令和5 年11 ⽉30 ⽇ 
第19567 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇債権⼀部譲渡 
譲渡額 ⾦1500 万円 
根抵当権者 Ｃ 
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―― 根抵当権の⼀部移転の登記の後に原根抵当権者の債権が弁済され
た場合の根抵当権の変更の登記 

事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で債務者をＡ・極度額を1000 万円・確定期
⽇を令和５年11 ⽉ 20 ⽇とするＢの根抵当権の設定の登記がされている。令和
５年11 ⽉28 ⽇，ＢからＣに，この根抵当権の債権の範囲に含まれる債権1000
万円のうち 700 万円が譲渡され，根抵当権の⼀部移転の登記がされた。ＡはＢ
に，令和５年 12 ⽉ 21 ⽇，この根抵当権の被担保債権 1000 万円のうち 300 万
円を弁済した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権の根抵当権者をＣとする変更 
原   因  令和５年 12 ⽉ 21 ⽇Ｂの債権弁済 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（弁済証書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 気体供給取引 
確定期⽇ 令和5 年11 ⽉20 ⽇ 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1 番根抵当権⼀部
移転 

令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇債権⼀部譲渡 
譲渡額 ⾦700 万円 
根抵当権者 Ｃ 

付記2 号 １番根抵当権の
根抵当権者をＣ
とする変更 

令和5 年12 ⽉21 ⽇
第19987 号 

原因 令和5 年12 ⽉21 ⽇Ｂの債権弁済 
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―― 減額請求を原因とする根抵当権の極度額の減額の変更の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で極度額を１億円・確定期⽇を令和５年11

⽉20 ⽇とするＢの根抵当権の設定の登記がされている。ＡはＢに対して，令和
５年 11 ⽉ 27 ⽇，この根抵当権の極度額を，現に存する債務額および以後２年
間に⽣じる利息・損害⾦の総額である 104 万円に減額すべき請求書を発し，令
和５年11 ⽉28 ⽇にＢに到達した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権変更 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇減額請求 
変更後の事項  極度額 ⾦ 104 万円 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（極度額減額請求書等） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1 億円 
債権の範囲 ⼯業所有権実施許諾取引 
確定期⽇ 令和5 年11 ⽉20 ⽇ 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

付記1 号 1番根抵当権変更 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇減額請求 
極度額 ⾦104 万円 
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―― 消滅請求を原因とする根抵当権の抹消の登記 
事例：Ｃが所有している建物に，⼄区１番でＡを債務者・極度額を1000 万円・確定期

⽇を令和５年11 ⽉ 20 ⽇とするＢの根抵当権の設定の登記がされている。この
根抵当権の債権の範囲に含まれるＢのＡに対する債権は 2000 万円である。Ｃ
はＢに対して，令和５年11 ⽉27 ⽇，1000 万円の⽀払とともに根抵当権の消滅
請求書を発し，令和５年11 ⽉28 ⽇にＢに到達した。 

 
登記の⽬的  １番根抵当権抹消 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇消滅請求 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（根抵当権消滅請求書等） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 根抵当権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
極度額 ⾦1000 万円 
債権の範囲 消費寄託取引 
確定期⽇ 令和5 年11 ⽉20 ⽇ 
債務者 Ａ 
根抵当権者 Ｂ 

2 1番根抵当権抹消 令和5 年11 ⽉28 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇消滅請求 
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―― 地上権の設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉28 ⽇，⽬的を建物所有・存続期間を50 年・地代を１平

⽅メートルにつき１年１万円・⽀払時期を毎年３⽉ 31 ⽇として，Ａが所有して
いる⼟地（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）にＢの地上権
を設定する契約を締結した。この⼟地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  地上権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
⽬   的  建物所有 
存 続 期 間  50 年 
地   代  １平⽅メートル１年１万円 
⽀ 払 時 期  毎年 3 ⽉ 31 ⽇ 
地 上 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（地上権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 地上権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
⽬的 建物所有 
存続期間 50 年 
地代 1 平⽅メートル1 年1 万円 
⽀払時期 毎年3 ⽉31 ⽇ 
地上権者 Ｂ 
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―― 区分地上権の設定の登記 
 
登記の⽬的  地上権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
⽬   的  ⾼架鉄道敷設 
範   囲  東京湾平均海⾯の上 100 メートルから上 30 メートルの間 
存 続 期 間  50 年 
地   代  １平⽅メートル１年１万円 
⽀ 払 時 期  毎年 3 ⽉ 31 ⽇ 
特   約  ⼟地の所有者は⾼架鉄道の運⾏の障害となる⼯作物を設置しない 
地 上 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（地上権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
       承諾証明情報（Ｃの承諾書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 地上権設定 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
原因 令和4 年6 ⽉28 ⽇設定 
⽬的 建物所有 
地上権者 Ｃ 

  
2 地上権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
⽬的 ⾼架鉄道敷設 
範囲 東京湾平均海⾯の上 100 メートルから上

30 メートルの間 
存続期間 50 年 
地代 1 平⽅メートル1 年1 万円 
⽀払時期 毎年3 ⽉31 ⽇ 
特約 ⼟地の所有者は⾼架鉄道の運⾏の障害と

なる⼯作物を設置しない 
地上権者 Ｂ   
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―― 地役権の設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉28 ⽇，Ｂが所

有している甲⼟地を要役地（Ｂ名義の
所有権の保存の登記がされている）・Ａ
が所有している⼄⼟地（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）
を承役地として，⽬的を通⾏・存続期間を50 年・地代を１平⽅メートルにつき
１年１万円・⽀払時期を毎年３⽉31 ⽇・範囲を東側４平⽅メートルとする地役
権を設定する契約を締結した。甲⼟地および⼄⼟地は，同⼀の登記所の管轄区
域内にある。 

 
登記の⽬的  地役権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
⽬   的  通⾏ 
範   囲  東側４平⽅メートル 
地 役 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（地役権設定契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
       地役権図⾯ 
登録免許税  ⾦ 1500 円 
 

【⼄⼟地】（承役地） 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 地役権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
⽬的 通⾏ 
範囲 東側4 平⽅メートル 
要役地 新宿区新宿⼀丁⽬2 番 
地役権図⾯第92 号 

 

Ｂ 甲 Ａ ⼄ 

要役地 承役地
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―― 賃借権の設定の登記 
事例：ＢとＡは，令和５年６⽉28 ⽇，賃料を１⽉10 万円・賃借権の存続期間を２年・

敷⾦を 10 万円（ＢからＡに交付されている）・賃借権の譲渡または賃借物の転
貸ができる旨の特約をして，Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有
権の保存の登記がされている）にＢの賃借権を設定する契約を締結した。そし
て，ＡとＢは，賃借権を登記する旨の合意をした（＊）。この建物の課税標準の
額は，1000 万円である。 

＊賃借⼈は特約のない限り賃貸⼈に対する登記請求権を有さないため（⼤判⼤10.７.11），この合意がなければ，
Ａは登記⼿続に応じる必要はありません。 

 
登記の⽬的  賃借権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
賃   料  １⽉ 10 万円 
存 続 期 間  ２年 
敷   ⾦  ⾦ 10 万円 
特   約  譲渡，転貸ができる 
賃 借 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（賃貸借契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 賃借権設定 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇設定 
賃料 1 ⽉10 万円 
存続期間 2 年 
敷⾦ ⾦10 万円 
特約 譲渡，転貸ができる 
賃借権者 Ｂ 

 
 

申請例97 



 

110 

―― 賃借権の抵当権に優先する同意の登記 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番でＢの抵当権，⼄区２番でＣの賃借権が設

定されている。ＢはＣに対して，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，Ｃの賃借権がＢの抵当
権に優先することについて同意した。 

 
登記の⽬的  ２番賃借権の１番抵当権に優先する同意 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇同意 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（賃借権の抵当権に優先する同意書） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 2000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 
3 

抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12457 号 

原因 令和5年6⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債権額 ⾦ 1000 万円 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

2 
3 

賃借権設定 令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇設定 
賃料 1 ⽉10 万円 
賃借権者 Ｃ 

3 2 番賃借権の 1
番抵当権に優
先する同意 

令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇同意 
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―― 借地借家法23 条１項の事業⽤定期借地権（賃借権）の設定の登記 
 
登記の⽬的  賃借権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
⽬   的  借地借家法第 23 条第１項の建物所有 
賃   料  １⽉ 10 万円 
存 続 期 間  40 年 
敷   ⾦  ⾦ 10 万円 
特   約  譲渡，転貸ができる 
       借地借家法第 23 条第１項の特約 
賃 借 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（賃貸借契約書〔公正証書〕） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 
  
 
 

登記の⽬的  賃借権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇設定 
⽬   的  借地借家法第 23 条第２項の建物所有 
賃   料  １⽉ 10 万円 
存 続 期 間  20 年 
敷   ⾦  ⾦ 10 万円 
特   約  譲渡，転貸ができる 
賃 借 権 者  Ｂ 
設 定 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（賃貸借契約書〔公正証書〕） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 

申請例99 
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―― 配偶者居住権の設定の登記 
事例：ＡＢ夫婦が居住している建物を所有しているＡ（甲区１番でＡ名義の所有権の

保存の登記がされている）は，令和５年６⽉ 28 ⽇，死亡した。Ａの相続⼈は，
妻Ｂ，⼦Ｃのみである。ＢとＣとの間で，令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，この建物をＣ
が単独で相続し，Ｂが配偶者居住権を取得する旨の遺産分割協議が成⽴した。
配偶者居住権の存続期間は定められなかった。この建物の課税標準の額は，1000
万円である。 

この場合，以下の２件の登記を申請することになります（令２.３.30 ⺠⼆.324）。 
１/２ ＡからＣへの相続を原因とする所有権の移転の登記 

配偶者居住権の設定の登記の前提として，居住建物の所有者への相続や遺贈を原因
とする所有権の移転の登記をする必要があります。配偶者居住権は，配偶者以外の者
が居住建物の所有者にならないと成⽴しない権利だからです。なお，配偶者以外の者
が居住建物の所有者になるのであれば，配偶者も所有者であっても構いません。つま
り，配偶者以外の者と配偶者が居住建物を共有する場合も，配偶者居住権は成⽴しま
す。「配偶者は共有者なのだから，配偶者居住権は不要なのでは？」と思われたかもし
れませんが，配偶者居住権があれば，他の共有者から共有物分割請求をされても居住
建物から追い出されないので，成⽴する意味があります。 
２/２ 遺産分割を原因とするＢの配偶者居住権の設定の登記 

１/２の登記は，申請例 16 のような登記となりますが，その記載は省略して，ここ
では２/２の申請情報を⽰し，その記載事項の説明をします。 

 
登記の⽬的    配偶者居住権設定 
原   因    令和５年 11 ⽉ 28 ⽇遺産分割 
存 続 期 間    配偶者居住権者の死亡時まで 
配偶者居住権者  Ｂ 
設 定 者    Ｃ 
添 付 情 報    登記原因証明情報（遺産分割協議書） 
         登記識別情報（Ｃの甲区２番の登記識別情報） 
         印鑑証明書（Ｃの印鑑証明書） 
         代理権限証明情報（Ｂ及びＣの委任状） 
課 税 価 格    ⾦ 1000 万円 
登録免許税    ⾦２万円 
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権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 

順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11784 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和5 年12 ⽉5 ⽇ 
第19451 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇相続 
所有者 Ｃ 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 

1 配偶者居住権
設定 

令和5 年12 ⽉5 ⽇ 
第19452 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇遺産分割 
存続期間 配偶者居住権者の死亡時まで 
配偶者居住権者 Ｂ 

 
 
 
 
 
 
 
 
登記の⽬的  １番配偶者居住権抹消 
原   因  令和６年６⽉ 28 ⽇死亡による消滅 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  亡Ｂ相続⼈ Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｂの⼾籍⼀部事項証明書等） 
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｃの委任状） 
       ⼀般承継証明情報（Ｂの⼾籍全部事項証明書等，Ｃの⼾籍⼀部事項証明書等）
登録免許税  ⾦ 1000 円 

申請例102 ―― 配偶者居住権の抹消の登記 
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―― 信託を原因とする所有権の移転の登記および信託の登記 
事例：ＡとＢは，令和５年６⽉28 ⽇，Ａが所有している⼟地（甲区１番でＡ名義の所

有権の保存の登記がされている）の所有権をＡがＢに移転する旨の信託契約を
締結した。この⼟地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転及び信託 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇信託 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（信託契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
       信託⽬録情報（信託⽬録に記録すべき事項を記載した書⾯） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦４万円 
ただし，所有権の移転の登記については，登録免許税法第７条第１項第１号の規定により
免除 ＊ 

＊この「ただし，」以下も，申請情報に記載する必要があります。登録免許税が免除される場合，その根拠条⽂
を記載する必要があるからです（不登規189 条２項）。 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12456 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇信託 
受託者 Ｂ 

 信託 余 ⽩ 信託⽬録第102 号 
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―― 受託者が交代的に変更した場合の登記 
 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年 10 ⽉ 28 ⽇受託者変更 
権 利 者  Ｄ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｂの任務の終了とＤの選任を証する書⾯） 
       登記識別情報（Ｂの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｄの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｄ及びＢの委任状） 
登録免許税  登録免許税法第７条第１項第３号の規定により免除 
 

―― 複数いる受託者のうちの１⼈の任務が終了した場合の登記 
 
登記の⽬的  ２番合有登記名義⼈変更 
原   因  令和５年 10 ⽉ 28 ⽇受託者Ｂ任務終了 
変更後の事項  受託者 Ｄ 
権 利 者  Ｄ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ｂの任務の終了を証する書⾯） 
       登記識別情報（Ｂの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｄ及びＢの委任状） 
登録免許税  登録免許税法第７条第１項第３号の規定により免除 

 
―― 弁済を原因とする抵当権の抹消の登記および信託の抹消の登記 

 
登記の⽬的  １番抵当権抹消及び信託登記抹消 
原   因  抵当権抹消  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇弁済 
       信託登記抹消 信託終了 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ（信託抹消登記申請⼈） 
添 付 情 報  登記原因証明情報（弁済による抵当権の消滅と信託の終了を証する書⾯）
       登記識別情報（Ｂの⼄区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 

 

申請例104 
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―― １号仮登記 
事例：Ａは，令和５年７⽉１⽇，所有している農地をＢに売却し，令和５年７⽉８⽇，

農地法所定の許可を得た。しかし，Ｂは，農地法所定の許可書を家のどこに置い
たかわからなくなった。この農地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転仮登記 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転仮登記 令和5 年7 ⽉15 ⽇ 
第13254 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
権利者 Ｂ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 
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―― ２号仮登記（請求権）  
事例：ＡはＢとの間で，令和５年７⽉８⽇，所有している建物について売買予約契約

を締結した。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 
 
登記の⽬的  所有権移転請求権仮登記 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買予約 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買予約契約書） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転請求権
仮登記 

令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買予約 
権利者 Ｂ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 
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―― １号仮登記（所有権）の移転 
事例：Ａが所有している⼟地をＢに売却し，Ｂへの所有権の移転の仮登記（１号仮登

記）が甲区２番でされた。その後の令和５年 10 ⽉ 28 ⽇，ＢはＣに，この⼟地
を売却した。この⼟地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  ２番仮登記所有権移転の仮登記 
原   因  令和５年 10 ⽉ 28 ⽇売買 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転仮登記 令和5 年7 ⽉15 ⽇ 
第13254 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
権利者 Ｂ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 

3 2 番仮登記所有権
移転の仮登記 

令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇
第 17864 号 

原因 令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇売買 
権利者 Ｃ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 

 

申請例109 



 

119 

―― １号仮登記（所有権）の移転請求権 
事例：Ａが所有している⼟地をＢに売却し，Ｂへの所有権の移転の仮登記（１号仮登

記）が甲区２番でされた。その後の令和５年10 ⽉ 28 ⽇，ＢはＣとの間で，こ
の⼟地について売買予約契約を締結した。この⼟地の課税標準の額は，1000 万
円である。 

 
登記の⽬的  ２番仮登記所有権の移転請求権仮登記 
原   因  令和５年 10 ⽉ 28 ⽇売買予約 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買予約契約書） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転仮登記 令和5 年7 ⽉15 ⽇ 
第13254 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
権利者 Ｂ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 

3 2番仮登記所有権の
移転請求権仮登記 

令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇
第 17864 号 

原因 令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇売買予約 
権利者 Ｃ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 
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―― ２号仮登記（所有権移転請求権）の移転 
事例：ＡとＢとの間で，Ａが所有している建物について売買予約契約が締結され，Ｂ

への所有権移転請求権の仮登記（２号仮登記）が甲区２番でされた。その後の
令和５年10 ⽉28 ⽇，ＢはＣに，その移転請求権を売却した。 

 
登記の⽬的  ２番所有権移転請求権の移転 
原   因  令和５年 10 ⽉ 28 ⽇売買 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       登記識別情報（Ｂの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転請求権
仮登記 

令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買予約 
権利者 Ｂ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 

付記 1 号 2 番所有権移転請
求権の移転 

令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇
第 17864 号 

原因 令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇売買 
権利者 Ｃ 

 

申請例111 



 

121 

―― ２号仮登記（所有権移転請求権）の移転請求権 
事例：ＡとＢとの間で，Ａが所有している建物について売買予約契約が締結され，Ｂ

への所有権移転請求権の仮登記（２号仮登記）が甲区２番でされた。その後の
令和５年 10 ⽉ 28 ⽇，ＢはＣとの間で，この移転請求権について売買予約契約
を締結した。 

 
登記の⽬的  ２番所有権移転請求権の移転請求権仮登記 
原   因  令和５年 10 ⽉ 28 ⽇売買予約 
権 利 者  Ｃ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買予約契約書） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転請求権
仮登記 

令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買予約 
権利者 Ｂ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 

付記 1 号 2番所有権移転請求
権の移転請求権仮
登記 

令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇
第 17864 号 

原因 令和 5 年 10 ⽉ 28 ⽇売買予約 
権利者 Ｃ 

 余 ⽩ 余 ⽩ 余 ⽩ 

 

申請例112 



 

122 

―― 仮登記に基づく本登記 
事例：Ａは，令和５年７⽉１⽇，所有している農地をＢに売却し，令和５年７⽉８⽇，

農地法所定の許可を得た。しかし，Ｂは，農地法所定の許可書を家のどこに置い
たかわからなくなったため，Ｂへの所有権の移転の仮登記（１号仮登記）が甲区
２番でされた。Ａは，令和５年 10 ⽉ 28 ⽇，この農地をＣに売却し，Ｃへの所
有権の移転の登記がされた。その後，Ｂは，農地法所定の許可書をみつけた。こ
の農地の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転（２番仮登記の本登記） 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
       承諾証明情報（Ｃの承諾書） 
       許可証明情報（農地法所定の許可書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円（登録免許税法第 17 条第１項） 

 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転仮登
記 

令和5 年7 ⽉15 ⽇ 
第13254 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
権利者 Ｂ 

 所有権移転 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

3 所有権移転 令和5 年10 ⽉28 ⽇
第17864 号 

原因 令和5 年10 ⽉28 ⽇売買 
所有者 Ｃ 

4 3 番所有権抹消 余 ⽩ 2番仮登記の本登記により令和5年11⽉28⽇
登記 
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―― 仮登記の抹消の登記 
事例：Ａが所有している農地をＢに売却したが，Ｂは，農地法所定の許可書を家のど

こに置いたかわからなくなったため，Ｂへの所有権の移転の仮登記（１号仮登
記）が甲区２番でされた。その後，Ｃの抵当権の設定の登記がされた。Ａは，
令和５年 11 ⽉ 28 ⽇，催告をしてもＢが売買代⾦を⽀払わなかったため，売買
契約を解除した。ＡとＢが仮登記の抹消の登記を申請した。 

 
登記の⽬的  ２番所有権移転仮登記抹消 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇解除 
権 利 者  Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（解除証書） 
       登記識別情報（Ｂの甲区２番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｂの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ａ及びＢの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 

 
令和4 年6 ⽉28 ⽇ 
第11542 号 

所有者 Ａ 

2 所有権移転仮登記
 

令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
権利者 Ｂ 

 余⽩抹消 余⽩抹消 余⽩抹消 

3 2 番仮登記抹消 令和5 年11 ⽉28 ⽇
第19451 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇解除 

 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 

 
令和5 年10 ⽉28 ⽇ 
第17865 号 

原因 令和5年10⽉28⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦800 万円 
債務者 Ｄ 
抵当権者 Ｃ 
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―― 担保仮登記に基づく本登記 
 
登記の⽬的  所有権移転（２番仮登記の本登記） 
原   因  令和５年９⽉ 23 ⽇代物弁済 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（代物弁済契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
       承諾証明情報（差押命令謄本及び供託書正本） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 10 万円（登録免許税法第 17 条第１項） 
 
 
 

―― 抵当権の債務者の変更の登記（住所の変更の登記） 
 
登記の⽬的  １番抵当権変更 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇住所移転 
変更後の事項  債務者の住所 横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬２番地 ＊１ 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの住⺠票の写し） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） ＊２ 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

＊１ 根抵当権の債務者の⽒名（名称）・住所の変更の登記または更正の登記であれば，債務者の⽒名または名
称も記載する必要があると解されています（登研345P80，456P128）。 

＊２ 所有権を⽬的として設定された根抵当権の債務者の⽒名（名称）・住所の変更の登記または更正の登記で
あれば，登記義務者である設定者の印鑑証明書も提供する必要があります（昭 46.10.４⺠事甲 3230。登研
432P129）。  
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―― 名変登記（住所の変更の登記） 
事例：ある建物に，甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている。Ａは，令

和５年６⽉28 ⽇，横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬２番地に住所を移転した。 
 
登記の⽬的  １番所有権登記名義⼈住所変更 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇住所移転 
変更後の事項  住所 横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬２番地 
申 請 ⼈  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（Ａの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ａの委任状） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 新宿区新宿⼀丁⽬2 番地 
 Ａ 

付記 1 号 1 番登記名義⼈住
所変更 

令和5 年6 ⽉28 ⽇ 
第12456 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇住所移転 
住所 横浜市中区⽻⾐⼆丁⽬2 番地 
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―― 判決による登記 
事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保

存の登記がされている）をＢに売却した。しかし，ＡがＢへの所有権の移転の
登記に協⼒しない。そこで，Ｂは，Ａを相⼿⽅として訴えを提起し，以下の確
定判決を得た。この建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

「Ａは，Ｂに対して，別紙物件⽬録記載の建物について，令和５年７⽉８⽇売買
を原因とする所有権移転登記⼿続をせよ。」 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  （申請⼈）Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（判決書正本及び確定証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

 
 

申請例118 



 

127 

―― 仮処分による失効の登記 
判決による登記 

事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保
存の登記がされている）をＢに売却した。しかし，ＡがＢへの所有権の移転の
登記に協⼒しない。そこで，Ｂは，Ａを相⼿⽅として訴えを提起することにし
たが，Ａが不動産の名義を知⼈などに移すことを恐れ，所有権移転登記請求権
を保全するために処分禁⽌の仮処分の申⽴てをし，仮処分の登記が甲区２番で
された。その後，ＡはＣに不動産を贈与し，Ｃへの所有権の移転の登記が甲区
３番でされた。そして，Ｂが以下の確定判決を得た。 

「Ａは，Ｂに対して，別紙物件⽬録記載の建物について，令和５年７⽉８⽇売買
を原因とする所有権移転登記⼿続をせよ。」 
そこで，Ｂは，令和５年 12 ⽉ 10 ⽇，Ｃに所有権の移転の登記を抹消する旨の
通知をした。登記申請⽇は，令和５年 12 ⽉ 21 ⽇である。この建物の課税標準
の額は，1000 万円である。 

 
１/２ 

登記の⽬的  ３番所有権抹消 
原   因  仮処分による失効 
義 務 者  Ｃ 
申 請 ⼈  Ｂ 
添 付 情 報  代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
       通知証明情報（ＢのＣへの通知書） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

２/２ 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  （申請⼈）Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（判決書正本及び確定証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 

 

申請例119 



 

128 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12456 号 
所有者 Ａ 

2 処分禁⽌仮処分 令和5 年7 ⽉11 ⽇ 
第13152 号 

原因 令和5 年7 ⽉10 ⽇東京地⽅裁判所仮処分
命令 

債権者 Ｂ  
3 所有権移転 令和5 年7 ⽉12 ⽇ 

第13215 号 
原因 令和5 年7 ⽉12 ⽇贈与 
所有者 Ｃ  

4 3 番所有権抹消 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 仮処分による失効 

5 所有権移転 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 

6 2 番仮処分登記
抹消 

余 ⽩ 仮処分の⽬的達成により令和5年12⽉21⽇登記 
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―― 仮処分による⼀部失効の登記 
判決による登記 

事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存
の登記がされている）の所有権の⼀部３分の２をＢに売却した。しかし，ＡがＢ
への所有権の⼀部移転の登記に協⼒しない。そこで，Ｂは，Ａを相⼿⽅として訴
えを提起することにしたが，Ａが不動産の名義を知⼈などに移すことを恐れ，所
有権⼀部移転登記請求権を保全するために処分禁⽌の仮処分の申⽴てをし，所
有権の⼀部についての仮処分の登記が甲区２番でされた。その後，ＡはＣに不動
産を贈与し，Ｃへの所有権の移転の登記が甲区３番でされた。そして，Ｂが以下
の確定判決を得た。 

「Ａは，Ｂに対して，別紙物件⽬録記載の建物について，令和５年７⽉８⽇売買
を原因とする所有権⼀部移転登記⼿続をせよ。」 
そこで，Ｂは，令和５年 12 ⽉ 10 ⽇，Ｃに所有権の移転の登記を更正する旨の
通知をした。登記申請⽇は，令和５年 12 ⽉ 21 ⽇である。この建物の課税標準
の額は，900 万円である。 

 
１/２ 

登記の⽬的  ３番所有権更正 
原   因  仮処分による⼀部失効 
更正後の事項  ⽬的 所有権⼀部移転 
       共有者 持分３分の１ Ｃ 
義 務 者  Ｃ 
申 請 ⼈  Ｂ 
添 付 情 報  代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
       通知証明情報（ＢのＣへの通知書） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
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２/２ 
登記の⽬的  Ａ持分全部移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  （申請⼈）持分３分の２ Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（判決書正本及び確定証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂの委任状） 
課 税 価 格  移転した持分の価格 ⾦ 600 万円 
登録免許税  ⾦ 12 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権の⼀部 3
分の 2 処分禁⽌
仮処分 

令和5 年7 ⽉11 ⽇ 
第13152 号 

原因 令和5 年7 ⽉10 ⽇東京地⽅裁判所仮処分
命令 

債権者 Ｂ  
3 所有権移転 令和5 年7 ⽉12 ⽇ 

第13215 号 
原因 令和5 年7 ⽉12 ⽇贈与 
所有者 Ｃ  

付記1 号 3 番所有権更正 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 仮処分による⼀部失効 
⽬的 所有権⼀部移転 
共有者 持分3 分の1 Ｃ 

4 Ａ持分全部移転 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
共有者 持分3 分の2 Ｂ 

5 2 番仮処分登記
抹消 

余 ⽩ 仮処分の⽬的達成により令和5年12⽉21⽇登記 
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―― 代位による登記 
事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の

登記がされている）をＢに売却した。その後の令和５年10⽉28⽇，ＢはＣにこの
建物を売却した。しかし，ＢがＡからＢへの所有権の移転の登記に協⼒しない。Ａ
は登記申請に協⼒する（＊）。この建物の課税標準の額は，1000万円である。 

＊Ａの登記申請意思は申請により，Ｂの登記申請意思は代位により⽤意します。Ａも協⼒しないのであれば，Ｃ
はＡを相⼿⽅として訴えを提起して，Ａの登記申請意思も⽤意する必要があります）。 

 
 
 
 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  （被代位者）Ｂ 
代 位 者  Ｃ 
代 位 原 因  令和５年 10 ⽉ 28 ⽇売買の所有権移転登記請求権 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（ＡＢ間の売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｃ及びＡの委任状） 
       代位原因証明情報（ＢＣ間の売買契約書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
 

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和5 年6 ⽉28 ⽇ 

第12456 号 
所有者 Ａ 

2 所有権移転 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇売買 
所有者 Ｂ 
代位者 Ｃ 
代位原因 令和5 年10 ⽉28 ⽇売買の所有権移転

登記請求権 
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Ａ 
（第三債務者）

Ｂ 
（被代位者）

登記請求権 
（被代位権利）

Ｃ 
（代位者）

登記請求権 
（被保全債権）○登  
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―― 休眠担保権の単独抹消 
事例：Ａが所有している建物に，⼄区１番で被担保債権を 300 円とするＢの抵当権の

設定の登記がされている。この抵当権は，昭和５年に設定されたもので，すで
に弁済期から20 年以上が経過している。Ａは，Ｂの登記記録上の住所に，被担
保債権の受領催告書を配達証明付郵便で送ったが，Ｂはその住所に居住してい
なかったため，その郵便はＡの元に返送された。そこで，Ａは，令和５年11 ⽉
28 ⽇，この抵当権の元本，利息，損害⾦の全額をＢの住所地の供託所に供託し
た。 

 
登記の⽬的  １番抵当権抹消 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇弁済 
権 利 者  （申請⼈）Ａ 
義 務 者  Ｂ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（⾦銭消費貸借契約書及び供託書正本） 
       代理権限証明情報（Ａの委任状） 
       所在不明証明情報（被担保債権の受領催告書が不到達であったことを証す

る情報〔配達証明付郵便〕） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
 

権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 昭和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 2546 号 
原因 昭和 5 年 6 ⽉ 25 ⽇付借⽤証書 
債権額 ⾦ 300 円 
抵当権者 Ｂ  

2 1 番抵当権抹消 令和5 年12 ⽉21 ⽇
第19987 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇弁済 
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―― 詐害⾏為取消判決を原因とする所有権の移転の登記の抹消の登記 
事例：Ａは，令和３年７⽉８⽇，Ｂに

1000 万円を貸し渡した。Ｂは，
Ａに競売の申⽴てをされること
を恐れ，令和５年７⽉８⽇，唯⼀
の財産である建物をＣに贈与
し，Ｃへの所有権の移転の登記
が甲区２番でされた。Ｃは，この
贈与がＡを害することを知って
いた。その後，Ａは，Ｃを被告として詐害⾏為取消訴訟を提起した。そして，
令和５年11 ⽉28 ⽇，以下の判決が確定した。「ＢとＣとの間の別紙物件⽬録記
載の建物についての令和５年７⽉８⽇付贈与契約を取り消す。Ｃは，別紙物件
⽬録記載の建物について，所有権移転抹消登記⼿続をせよ。」 

 
登記の⽬的  ２番所有権抹消 
原   因  令和５年 11 ⽉ 28 ⽇詐害⾏為取消判決 
権 利 者  （被代位者）Ｂ 
代 位 者  （申請⼈）Ａ 
代 位 原 因  令和３年７⽉８⽇⾦銭消費貸借の強制執⾏ 
義 務 者  Ｃ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（判決書正本及び確定証明書） 
       代理権限証明情報（Ａの委任状） 
       代位原因証明情報（判決書正本及び確定証明書） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
  

権 利 部 （甲 区） （所 有 権 に 関 す る 事 項） 
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 所有権保存 令和4 年6 ⽉28 ⽇ 

第11542 号 
所有者 Ｂ 

2 所有権移転 令和5 年7 ⽉8 ⽇ 
第12987 号 

原因 令和5 年7 ⽉8 ⽇贈与 
所有者 Ｃ 

3 2 番所有権抹消 令和5 年12 ⽉21 ⽇ 
第19987 号 

原因 令和5 年11 ⽉28 ⽇詐害⾏為取消判決 
代位者 Ａ 
代位原因 令和 3 年７⽉８⽇⾦銭消費貸借の強制

執⾏ 
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（債務者）

Ｃ 
（受益者）

○登  

贈与契約 
（詐害⾏為）

Ａ 
（債権者）

詐害⾏為取消し
貸⾦債権 

（被保全債
権） 
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―― 錯誤を原因とする抵当権の設定の登記の抹消回復の登記 
事例：Ａが所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記がされている）

に，抵当権者Ｂ・債務者Ａとする，令和５年６⽉28 ⽇⾦銭消費貸借に基づく債
権額1000 万円，利息年２%，損害⾦年14％の債権を担保するため，⼄区１番（令
和５年６⽉28 ⽇受付第12457 号）で抵当権の設定の登記がされている。ＡがＢ
に被担保債権を弁済していないにもかかわらず，弁済を原因とする抵当権の抹
消の登記がされた。なお，⼄区２番で，Ｃの抵当権の設定の登記がされている。 

 
登記の⽬的  １番抵当権回復 
原   因  錯誤 
回復すべき登記  

令和５年６⽉ 28 ⽇受付第 12457 号抵当権設定 
原   因  令和５年６⽉ 28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定 
債 権 額  ⾦ 1000 万円 
利   息  年２％ 
損 害 ⾦  年 14％ 
債 務 者  Ａ 
抵 当 権 者  Ｂ 

権 利 者  Ｂ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（抵当権の設定の登記が錯誤によって抹消されたことを

記載した書⾯） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       代理権限証明情報（Ｂ及びＡの委任状） 
       承諾証明情報（Ｃの承諾書） 
登録免許税  ⾦ 1000 円 
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権 利 部 （⼄ 区） （所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項）
順位番号 登記の⽬的 受付年⽉⽇・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 

第 12457 号 
原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 

1 抵当権設定 令和 5 年 6 ⽉ 28 ⽇ 
第 12457 号 

原因 令和5 年6 ⽉28 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 1000 万円 
利息 年 2％ 
損害⾦ 年 14％ 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｂ 
令和 5 年 12 ⽉ 21 ⽇登記 

2 抵当権設定 令和 5 年 7 ⽉ 8 ⽇ 
第 12987 号 

原因 令和 5 年7 ⽉8 ⽇⾦銭消費貸借同⽇設定
債権額 ⾦ 800 万円 
債務者 Ａ 
抵当権者 Ｃ 

3 1番抵当権抹消 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇
第 19451 号 

原因 令和 5 年 11 ⽉ 28 ⽇弁済 

4 1番抵当権回復 令和 5 年 12 ⽉ 21 ⽇
第 19987 号 

原因 錯誤 
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―― ⼀般承継⼈による登記（登記権利者の死亡）  
事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保

存の登記がされている）をＢに売却した。しかし，Ｂへの所有権の移転の登記を
する前の令和５年 10 ⽉ 28 ⽇にＢが死亡し，Ｂの⼦ＣＤがＢを相続した。この
建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  亡Ｂ 
       上記相続⼈ Ｃ 
       上記相続⼈ Ｄ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の除票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｃ，Ｄ及びＡの委任状）＊ 
       ⼀般承継証明情報（Ｂの⼾籍全部事項証明書等，Ｃ及びＤの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
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―― ⼀般承継⼈による登記（登記義務者の死亡）  
事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物（甲区１番でＡ名義の所有権の保

存の登記がされている）をＢに売却した。しかし，Ｂへの所有権の移転の登記
をする前の令和５年 10 ⽉ 28 ⽇にＡが死亡し，Ａの⼦ＣＤがＡを相続した。こ
の建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  亡Ａ相続⼈ Ｃ 
       亡Ａ相続⼈ Ｄ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ｃ及びＤの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ，Ｃ及びＤの委任状） 
       ⼀般承継証明情報（Ａの⼾籍全部事項証明書等，Ｃ及びＤの⼾籍⼀部事項

証明書等） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
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―― ⼀般承継⼈による登記（登記権利者の合併） 
事例：Ａは，令和５年７⽉８⽇，所有している建物

（甲区１番でＡ名義の所有権の保存の登記
がされている）を株式会社Ｂに売却した。し
かし，株式会社Ｂへの所有権の移転の登記を
する前の令和５年10 ⽉28 ⽇に，株式会社Ｃ
（会社法⼈等番号 3456-01-901232，代表取締
役Ｅ）が株式会社Ｂを合併して存続し，株式
会社Ｂが解散する旨の吸収合併がされた。こ
の建物の課税標準の額は，1000 万円である。 

 
 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  株式会社Ｂ 
       上記権利義務承継会社 株式会社Ｃ 
       （会社法⼈等番号 ３４５６－０１－９０１２３２） 
       代表取締役 Ｅ 
義 務 者  Ａ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       登記識別情報（Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（Ａの印鑑証明書） 
       住所証明情報（株式会社Ｂの登記事項証明書） 
       代理権限証明情報（株式会社Ｃの代表取締役Ｅ及びＡの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｃの会社法⼈等番号） 
       ⼀般承継証明情報（株式会社Ｃの登記事項証明書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
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①売買○登  
Ａ 
 

株式会社Ｃ

株式会社Ｂ

②吸収合併
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―― ⼀般承継⼈による登記（登記義務者の合併） 
事例：株式会社Ａは，令和５年７⽉８⽇

，所有している建物（甲区１番で
株式会社Ａ名義の所有権の保存
の登記がされている）をＢに売却
した。しかし，Ｂへの所有権の移
転の登記をする前の令和５年 10
⽉28 ⽇に，株式会社Ｃ（会社法⼈
等番号 3456-01-901232，代表取締
役Ｅ）が株式会社Ａを合併して存
続し，株式会社Ａが解散する旨の
吸収合併がされた。この建物の課
税標準の額は，1000 万円である。 

 
登記の⽬的  所有権移転 
原   因  令和５年７⽉８⽇売買 
権 利 者  Ｂ 
義 務 者  株式会社Ａ 権利義務承継会社 株式会社Ｃ 
       （会社法⼈等番号 ３４５６－０１－９０１２３２） 
       代表取締役 Ｅ 
添 付 情 報  登記原因証明情報（売買契約書） 
       登記識別情報（株式会社Ａの甲区１番の登記識別情報） 
       印鑑証明書（株式会社Ｃの代表取締役Ｅの印鑑証明書） 
       住所証明情報（Ｂの住⺠票の写し） 
       代理権限証明情報（Ｂ及び株式会社Ｃの代表取締役Ｅの委任状） 
       会社法⼈等番号（株式会社Ｃの会社法⼈等番号） 
       ⼀般承継証明情報（株式会社Ｃの登記事項証明書） 
課 税 価 格  ⾦ 1000 万円 
登録免許税  ⾦ 20 万円 
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2023年受験対策2023

司法書士
リアリスティック一発合格

絶対に受かりたい受験生に
絶対に受からせたい講師が
講師自身が受験界最短で合格した方法論を提供する講座

松本松本基礎講座 一般教育訓練給付制度
指定コースあり
対象：全科目一括

講座の詳細は
こちらから↓

【 講 座 案 内 】

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/



従来型
合格まで４年は覚悟する。

松本式
絶対に合格できるという
自信をもつ。合理的な勉
強法で真剣に学習すれば
１年で必ず合格できる試
験である。

比 従来型
本試験「直前」に使えるよ
うに情報を一元化する。

松本式
本試験「当日」に問題を
解くときに、頭の中で思
い出す検索先を一つに特
定する＝情報の一元化で
はなく検索先の一元化

比

従来型
自分にあった勉強法を探
す。

松本式
最短で合格できる勉強法
に、ただひたすら自分を
あわせる。

比 従来型
過去問は何回も何回も繰
り返し解く。

松本式
過去問の元になっている
条文・判例自体を思い出
せるようにすれば過去
問は何回も解く必要がな
い。

比

従来型
忘れないためには、覚え
られるまで何度でも繰り
返し復習するしかない。

松本式
一度頭に入ったことは頭
からなくなることはない。
思い出すプロセスを決め
て、そのプロセスを本試
験で再現できるよう訓練
するのが勉強である。

比 従来型
過去問を「知識が身につ
いているかの確認」に使
う。

松本式
過去問を「問題の答えを
出すために必要な知識」
を判別するために使う。
知識の確認ツールとして
は、過去問は不十分であ
る。

比

従来型
テキスト・過去問にない
問題に対処するために
もっと知識を増やすよう
に努力する。

松本式
テキスト・過去問に載っ
ていない知識の肢を、テ
キスト・過去問に載って
いる知識から推理で判断
する訓練をする。知識を
増やすことに労力をかけ
ない。

比 従来型
テキストに、関連する他
の科目の内容や定義など
をどんどん書き込んでい
く。

松本式
基本テキストに関連する
他の科目の内容や定義な
どは、「言葉」としては
書かない。本試験で思い
出すための記号しか書か
ない（リレイティング・
リコレクト法）。

比

従来型
インプット＝テキスト、
アウトプット＝問題演習

松本式
インプットもアウトプッ
トもテキストで行う。

比 従来型
記述は書いて書いて書き
まくる。

松本式
記述式を書いて勉強する
のは時間がかかり過ぎ
る。申請書はシャドウイ
ング＋ 音読で。

比

従来の勉強法 松本式
5ヶ月合格勉強法 ここが違う。

【 2023年受験対策  司法書士 リアリスティック一発合格松本基礎講座 】

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/



リアリスティック一発合格 松本基礎講座
2022 年 4 月 Start（7 月スタート設定あり）

リアリスティック一発合格 松本基礎講座リアリスティック一発合格 松本基礎講座（全129回）（全129回）

※民法開講後にお申込みになった方も左記「導入講義」「オリエ
ンテーション講義」（全5回）をご受講ください（通学部はビデ
オブースまたはWEB受講。通信部DVDは一括発送）。

民法

28回

不動産登記法

21回
※根抵当権については不動産登記法で

取り扱います。

司法書士試験とはどの
ような試験なのかにつ
いて、一般的な説明だ
けではなく、松本講師
独自の見方を披露。
さらに、最重要科目に
ついてその構造を松本
講師が分析。民法から
の本開講を安心して迎
えるための準備をしま
す。

リ
ア
リ
ス
テ
ィ
ッ
ク

導
入
講
義

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

講
義

4 回 1回
無料体験

可

DVDDVD WEB スクールWEB スクール

■超短期合格法の要諦『検索先の一元化』を実現する講義
ある知識を問われたときに、頭の中でどこを検索すればいいのか、そしてどのように思い出せば	 いいのかという視点が最も重要であるというのが「検索先の一
元化」の考え方ですが、これを実際に行うにあたっては様々な工夫が必要となります。本講座で	 は、この『検索先の一元化』のやり方を、具体的な科目内容に
沿って、丁寧に解説していきます。

■インプットと同時にアウトプットの仕方（松本式アウトプット法）を指導
本講座は形式的にはインプット講座ですが、講義での指導内容はアウトプット（松本式アウトプッ	 ト法）に関するものを含んでいます。
松本式アウトプットのメイン教材はテキストです。ではテキストを使って具体的にはどのように	 アウトプットを行うのか。それについては講義の中で詳しく解
説をします。

■記憶を活かすための工夫満載
講義では、次のような様々な“Recollect 法”（思い出す方法）を駆使しながら、記憶の有効化を	 図ります。『算数的Recollect 法』『	Relating	Recollect 法』『ゴ
ロ合わせ・替え歌 Recollect 法』『こじつけ Recollect 法』『漢字 Recollect 法』『その他の Rec	 ollect 法』。乞うご期待。

31 回
	 商業登記法
	 会社法（商法	）

社会人の方も無理なく受講できる！
●	L	I	V	E	は週２日の木曜・日曜！

●日曜は 14:00 開始　木曜は遅めの 18:45 開始

● LIVE を欠席しても受講者特典マイページ（辰已法
律研究所ホームページのトップページからアクセ
ス）でもフォローできます。

●音声ダウンロードで講義音声を持ち歩き。

DVDで講義を視聴
● DVDで繰り返し講義
を視聴できる。

●教材は一定期間分をま
とめて配送。

●音声ダウンロードで講
義音声を持ち歩き。

WEBで講義を視聴
●パソコンやスマホで繰り返
し講義を視聴できる（視聴
期間あり）。

●教材は一定期間分をまとめ
て配送。ページ数の少ない
レジュメはPDFで閲覧。

●音声ダウンロードで講義音
声を持ち歩き。

※お申込時にDVD、WEB、WEB	＋	DVD	のいずれかをお選びください。

通学部 通信部

LIVELIVE
※通学部は定員制です。定員に達した
場合には、以後のお申込みをお断り
する場合があります。あらかじめご
了承願います。

【 講 座 案 内 】

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/



―  講座の体系  ―

リアリスティック一発合格 松本基礎講座リアリスティック一発合格 松本基礎講座（全129回）（全129回）

不動産登記法
（記述式）
７回

商業登記法
（記述式）
７回

刑法

7回

憲法

6回

民事訴訟法
民事執行法
民事保全法
12回

供託法
司法書士法

5 回

各自で検索先の
一元化を進めな
が ら、 松 本 式 ア
ウトプットを繰
り返す。

2023年
7月

司
法
書
士
試
験
　
筆
記
試
験

オプション講座オプション講座

司
法
書
士

オ
ー
プ
ン
総
合
編 
８
回

全
国
総
合
模
試 　
２
回

工夫されたカリキュラムと便利な受講形態

便利な「通学＆通信 相互乗り入れ制度」

■超短期合格法の要諦『検索先の一元化』を実現する講義
ある知識を問われたときに、頭の中でどこを検索すればいいのか、そしてどのように思い出せば	 いいのかという視点が最も重要であるというのが「検索先の一
元化」の考え方ですが、これを実際に行うにあたっては様々な工夫が必要となります。本講座で	 は、この『検索先の一元化』のやり方を、具体的な科目内容に
沿って、丁寧に解説していきます。

■インプットと同時にアウトプットの仕方（松本式アウトプット法）を指導
本講座は形式的にはインプット講座ですが、講義での指導内容はアウトプット（松本式アウトプッ	 ト法）に関するものを含んでいます。
松本式アウトプットのメイン教材はテキストです。ではテキストを使って具体的にはどのように	 アウトプットを行うのか。それについては講義の中で詳しく解
説をします。

■記憶を活かすための工夫満載
講義では、次のような様々な“Recollect 法”（思い出す方法）を駆使しながら、記憶の有効化を	 図ります。『算数的Recollect 法』『 Relating Recollect 法』『ゴ
ロ合わせ・替え歌 Recollect 法』『こじつけ Recollect 法』『漢字 Recollect 法』『その他の Rec	 ollect 法』。乞うご期待。

	
31 回

	 商業登記法
	 会社法（商法	）

リアリスティック一発合格 松本基礎講座を全科目一括でお申込みの方には、
下表の通り、「通学＆通信 相互乗り入れ制度」が適用されます。

※1　通学（LIVE）受講を希望する方は事前にご登録いただき
ます。登録・予約等の詳細はお申込み後にご案内いたします。
なお、教室には定員制限があるため、通学部の方を優先す
る関係でご受講いただけない場合がございます。あらかじ
めご了承願います。

※ 2　通学部の方がWEB視聴をご希望の場合には、受講者特
典マイページからご視聴ください。

※3　通信部の方が通学受講をする（要登録）に際してテキス
ト等の教材をお受け取りになった場合には、その教材につ
いては発送はいたしません。

※4　オプション講座の司法書士オープン総合編・全国総合模
試につきましては、お申込みの受講形態に従ってご受講い
ただきます。オプション講座については、相互乗り入れ制
度は適用されません。

DVD を申込

可　※ 1

DVD のみの申込みなら
不可。WEB ＋ DVD を

お申込みなら可

発送　※ 3

可

可　※ 2

手渡し

LIVE 講義への出席

WEB 講義視聴

教材のお渡し方法

WEB を申込

可　※ 1

可

発送　※ 3

通信部を申込
通学部を申込

申込内容

受講方法

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/

【 2023年受験対策  司法書士 リアリスティック一発合格松本基礎講座 】



図、Case、イメージの
湧きやすい例など様々
な工夫を駆使し、初め
て法律を学ぶ人にも理
解できるテキストとな
っています。

受講者に記憶していただくのは、テ
キストのほか、各科目で配付する数
ページのレジュメ、それだけです。

簡単な例からスタートしますが、法律の根本的な
考え方まできちんと説明しています。

第２章 人（主体） 

36 
 

 
 

P４で説明したとおり，財産法が規定しているのは以下の社会でした。この第２章
で扱うのは「人」です。つまり，取引社会の主体（メンバー）をみていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
主体（メンバー）について，「権利能力」（第１節），「意思能力」（第２節）および

「行為能力」（第３節）の３つの能力から考えていきます。 
 
第１節 権利能力 

 
１ 意義 
権利能力：権利・義務の主体となることができる資格，つまり，権利を取得し義務

を負担することができる資格 
たとえば，私が，あなたとの間で，「私があなたにパソコンをタダであげるよ」と

いう贈与契約をしたとします。 
 
 
 
 

 
 
 
この贈与契約が成立すると，上記の図にある権利と義務が発生します。このような

権利を取得し義務を負担することができる資格を「権利能力」といいます。 
 

取引社会 

人 人 

 物  

債権 

物権 

松本 あなた 

義務：パソコンを 
   渡さないと 

権利：パソコンを 
   よこせ 

第２章 
章 

人（主体） 

１ 

第１節 権利能力

37

権利能力を有することは，まさに取引社会の主体（メンバー）であるということで
す。つまり，この第２章の冒頭の図の「人」であるということなのです。

２ 権利能力を有する者
では，この権利能力を有する者は誰でしょうか。

権利能力を有するのは，以下の①②の者です。

①自然人
自然人とは，日常用語でいう「人」のことです。つまり，人間のことです。人間は，

下記②の法人と違い，当然に「人」として扱われるので，「自然人」といいます。
自然人であるならば，すべて“誰でも”“同じように”権利能力を有しています。これ

を「権利能力平等の原則」といいます。かつては，貴族制度などがあり，すべての人
間が平等とはいえませんでしたが，現在はその反省から，総理大臣であってもホーム
レスであっても同じように権利能力を有するとされています。
また，年齢も関係ありません。よって，上記 Case の「１歳の赤ちゃん」は権利能

力を有しています。

②法人
法人とは，会社などのことです。たとえば，私が講義をしている株式会社辰已法律

研究所は法人です。サラリーマンやOLの方が勤めているところも，たいていは法人
です。法人は，自然人と異なり，物体として存在するわけではありません。辰已法律
研究所は人の集まりではありますが，「辰已法律研究所」自体が歩いたり，食事をし
たりするわけではありません。しかし，法人も取引社会で取引を行うなど活動をする
ことから（みなさんが予備校の講座を申し込んだ場合は法人である予備校と契約をし
たことになります），権利能力が認められています。よって，上記Caseの「株式会社
辰已法律研究所」は権利能力を有しています。
なお，法人は基本的には人の集まりなのですが，人が集まればすぐに法人となれる

わけではありません。会社法・商業登記法で詳しく学習しますが，一定の要件（設立

以下の者のうち，権利能力を有する者は誰か？
・１歳の赤ちゃん
・コンピューターを使いこなせるサル
・株式会社辰已法律研究所

CCaassee 
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人が集まればすぐに法人となれる
しますが，一定の要件（設立

第１章 ⺠法が規定する世界 

4 
 

    財産法が規定する取引社会とは？  
「財産法と家族法は別法律であると考えて学習してください」と申し上げましたの

で，分けて考えていきましょう。この第１編では，基本的には最初に学習する「財産
法」の⼤枠を説明していきます。以下のCase を考えてみてください。 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

常識的に考えて，Case（１）は「当然⾔えるだろう」と思うでしょう。Case（２）
は微妙でしょうか。しかし，みなさんがこれから学習するのは法律ですから，法律的
に考える必要があります。実は，この Case が，財産法が規定している世界を考える
のに役⽴ちます。 

財産法は，以下の社会を規定しています。⺠法に⽬があるとすると，⺠法から私た
ちが⽣活している社会は以下のように⾒えているのです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
財産法は，取引社会を規定したものです。それは，どのような社会でしょうか。 
まずは何事も登場⼈物を確認する必要がありますが，取引社会の登場⼈物は「⼈」

です。この「⼈」には「⾃然⼈」（⽇常⽤語でいう⼈）だけではなく，「法⼈」（会社
など）も含みます（P37）。つまり，⺠法は取引社会の主体（メンバー）を「⼈」（⾃
然⼈および法⼈）としたのです。 

取引社会 

  ⼈   ⼈ 

 物  

債権 

物権 

⺠法 

2 

 

（１）あなたは，ブランド物のバッグを所有し
ているが，そのバッグをドロボウが持って⾏
ってしまった。あなたはドロボウに，「バッ
グを返せ！」と⾔えるか？  

（２）あなたは，家電量販店でパソコンを購⼊
した。しかし，あなたは，売買代⾦を⽀払お
うとしない。家電量販店はあなたの⽗親に，
「売買代⾦を⽀払え！」と⾔えるか？ 

ドロボウ 

あなた 

あなた 家電量販店

⽗親 

CCaassee  

リアリスティック一発合格 松本基礎講座
本講座では、松本雅典著『司法書士試験リアリスティック』を講座テキストとして使用します（全科目刊行済み。不
動産登記法と供託法・司法書士法は改正に対応するため、2022 年 7 月に改訂予定。）。
テキストの記載内容は、本試験過去問を徹底的に分析した結果をもとに吟味されており、無駄な記載を省きつつも、
本試験での出題領域を十分にカバーするものとなっています。

松本雅典著  司法書士試験リアリスティック

「司法書士試験リアリスティック」は各自でご用意下さい。

本講座を全科目一括（またはそれを含むパック）でご購入いただいた方には「司法書士試
験リアリスティック」民法Ⅰ、民法Ⅱ、民法Ⅲ、不動産登記法Ⅰ、不動産登記法Ⅱ、会社法・
商法・商業登記法Ⅰ、会社法・商法・商業登記法Ⅱ、民事訴訟法・民事執行法・民事保全法、
供託法・司法書士法、憲法、刑法の全 11 冊をプレゼントいたします。

外販テキストとして広く普及している書籍を講座テキストとして使用します。

【 講 座 案 内 】

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/



特に重要な条文は、ボックスにして原
文を掲載しています。

第２節 意思能力
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第２節 意思能力

前節で「権利能力を有することは，取引社会の主体（メンバー）であること」と説
明しました。また，自然人の権利能力の始期は出生でしたので（P38（１）），０歳や
１歳の赤ちゃんでも権利能力はあることになります（「権利能力」の問題）。
しかし，「実際に取引をする能力があるか？」ということは，権利能力とは別問題

です。権利能力があっても，たとえば，０歳や１歳の赤ちゃんは物事の分別がつきま
せんので，「これを買いたい」などとは言えません（「意思能力」の問題）。
また，大体６～７歳くらいになれば，物事の分別がつきますので，「これを買いた

い」とは言えます。しかし，能力に不安がある未成年者の場合は，成年者に比べて保
護する必要性が高いです（「行為能力」の問題）。

このような理由から，「意思能力」「行為能力」という問題が生じます。つまり，第
２節と第３節で扱う意思能力と行為能力は，「権利能力はある（取引社会の主体〔メ
ンバー〕ではある）が，物事の分別がつかない者や，保護する必要がある者をどう扱
うか？」という問題なのです。
意思能力はこの第２節で，行為能力は次の第３節で説明します。

民法３条の２
法律行為の当事者が意思表示をした時に意思能力を有しなかったときは，その法律行為
は，無効とする。

１ 意義
意思能力：自分の法律行為の結果を弁識するに足るだけの精神能力
かつては，意思能力については明文規定がありませんでした。しかし，今後は高齢

化社会になり，意思能力が問題となる事件は増えると考えられ，意思無能力者を保護
する必要性が高まります。そこで，平成29年の改正で明文化されました。

用語解説 ――「明文規定」

「明文規定」とは，条文があるということです。学説問題の肢
あし

（選択肢）の中で，「明文規定
がある」「明文規定がない」という文言はよく出てきますので，意味がわかるようにしておいて
ください。

１

―  TEXT  ―

する必要性が高まります。そこで，

用語解説 ――

「明文規定」とは，条文があるということです。学説問題の
がある」「明文規定がない」という文言はよく出てきますので，意味がわかるようにしておいて

する必要性が高まります。そこで，

用語解説

「明文規定」とは，条文があるということです。学説問題の
がある」「明文規定がない」という文言はよく出てきますので，意味がわかるようにしておいて

第10章 時効
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４．援用権者

取得時効の占有者や消滅時効の債務者が時効を援用できることは，問題ありません。
上記 Case でいえば，Ａは問題なく消滅時効を援用できます。では，保証人であるあ
なたは援用できるでしょうか。こういったことが問題となります。

援用権者として認められるかの判断基準
援用権者として認められるのは，援用をしなければ自身の財産を失ってしまう者で

す。
＊以下の表には，この後に学習する用語が多数出てきます。よって，いったん飛ばし，財産法の学習がひとと
おり終わった後（Ⅲのテキスト第８編までお読みになった後）にお読みください。

援用権者として認められる者 援用権者として認められない者

①保証人（民法145条かっこ書）
②連帯保証人（民法145条かっこ書）
援用をしなければ債務の履行の責任を負い
ますので（民法446条１項），自身の財産を
失ってしまう者です。
よって，上記Caseの保証人であるあなた
は，ＡのＢに対する債務の消滅時効を援用で
きます。
①②は，平成29年の改正で判例（大判大
４.７.13，大判大４.12.11，大判昭７.
６.21）が明文化されました。

①連帯債務者
連帯債務者は，かつては援用権者と解され
ていました。しかし，平成29年の改正で，
連帯債務における時効の効果は相対的効力に
なりました。他の連帯債務者の債務が時効に
よって消滅しても，連帯債務者の債務に変化
が生じなくなったので（民法441条本文），
連帯債務者は援用をしなければ自身の財産を
失ってしまう者とはいえなくなったんです。
②一般債権者（大判大８.７.４）
一般債権者は債務者の特定の財産を目的と
していませんので，援用をしなければ自身の
財産を失ってしまう者とはいえません。また，
P115の「一般債権者が該当するかどうかの
記憶のテクニック」もご確認ください。

Ａは，Ｂから100万円を借りており，あなたはＡの保証人となっている。Ａの
Ｂに対する債務が，弁済されないまま弁済期から５年が経過した場合，あなたは
ＡのＢに対する債務の消滅時効を援用できるか？

CCaassee 
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第 1 節 物権とは？ 

7 
 

ことも，貸すこともできます。また，捨てたり壊したりすることもできます。 
 
（ｂ）使うことのできる⽤益物権 
⽤益物権である，③の地上権，④の永⼩作権，⑤の地役権，⑥の⼊会権は，物の

利⽤価値と交換価値のうち，「利⽤価値」を把握する物権です。つまり，物を売っ
払ったりすることはできませんが，他⼈の物を使うことができます。 

なお，⼊会権は細かいので，このテキストでは扱いません。 
 
（ｃ）⾦に替えることができる担保物権 
担保物権である，⑦の留置権，⑧の先取特権，

⑨の質権，⑩の抵当権は，物の利⽤価値と交換価値
のうち，「交換価値」を把握する物権です。つまり，
原則として物を使うことはできませんが，他⼈の
物を売っ払ったりすることはできます。たとえば，
銀⾏が建物を⽬的として抵当権の設定を受けた場
合は，銀⾏からみると，その建物は右の図のよう
に⾒えているのです。銀⾏にとってはその建物にシステムキッチンが付いていて
使いやすいかなどはどうでもよく，銀⾏は「⾦に替えるといくらになるのか」し
か考えていないのです。 

 
「所有権」「⽤益物権」「担保物権」のイメージ 
物の所有者が物に対して持つオールマイティーな権利が「所有権」です。所有

権は「利⽤価値」と「交換価値」を把握しています。その「利⽤価値」と「交換価
値」を他⼈に切り売りすることができます。利⽤価値を切り売りしてできた他⼈の
物権が「⽤益物権」であり，交換価値を切り売りしてできた他⼈の物権が「担保物権」
です。 

 
 
 
 
 
 
 

 

銀⾏ 

￥ 

所有権

利⽤価値

交換価値

利⽤価値

交換価値

担保物権

⽤益物権

切り売り

【他⼈】【所有者】

第３章 機関 
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会社法309 条３項の特殊決議による必要がある決議（会社法309 条３項１〜３号） 
  
①発⾏する全部の株式の内容として譲渡制限株式を設ける定款変更 

公開会社から⾮公開会社になる定款変更です。 
②吸収合併消滅株式会社または株式交換完全⼦会社が公開会社であり，かつ，それらの株式会

社の株主に対して交付する対価が⾮公開株である場合の吸収合併または株式交換の承認 
③新設合併消滅株式会社または株式移転完全⼦会社が公開会社であり，かつ，それらの株式会

社の株主に対して交付する対価が⾮公開株である場合の新設合併または株式移転の承認   
 
株主から⾒ると 

この３項の特殊決議による必要があるのは，⾃⾝の株式が公開株から⾮公開株にな
ってしまう場合です（上記①〜③は，すべてこれです）。これは，株主にかなり不利
なことだからです。⾮公開株になると株式の譲渡が⼤変になります。上場廃⽌をイメ
ージしてください。 

 
（ｂ）決議要件 
議決権を⾏使することができる株主の

半数以上（⼈数ベース），かつ，議決権を
⾏使することができる株主の議決権の２
/３以上（議決権数ベース）の賛成で決議
が成⽴します（会社法 309 条３項柱書）。
条⽂の「であって」は，「かつ」という意
味です。 
ex. 株主の数が４⼈・発⾏済株式の総数が 1000 株（すべて議決権あり）である場合，

株主２⼈以上かつ 667 株以上の賛成で決議が成⽴します。⼈数要件がありますの
で，仮に株主４⼈のうち１⼈が 900／1000 株保有していた場合でも，その１⼈の
賛成では成⽴しません。「公開株から⾮公開株にすることは，少⼈数の⼤株主で決
めるな！」という趣旨で，⼈数要件があるわけです。 

 

【⼈数】

議決権

【議決権】

かつ

　重要ポイントについて
は、図を記載。

この講座のテキストは、「できる」「当たる」「認めら
れる」などその事項に該当するものは左に、「でき
ない」「当たらない」「認められない」など該当しな
いものは右に配置するという一貫した方針で作成さ
れています。これは、本番の試験でテキストを思い
出す時に、「この知識はテキストの表の左に書いて
あったな。だから、『できる』だ」といったことが
できるようにするためです。
この講座のテキストには、他にも “ 本試験での頭の
中での検索のしやすさ ” という観点での工夫が多数
あります。「分かりやすさ」を追求したテキストは
ありますが、同程度に重要な「思い出しやすさ」を
追求したテキストは、この講座のテキスト以外には
ありません。

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/

【 2023年受験対策  司法書士 リアリスティック一発合格松本基礎講座 】



―  TEXT  ―

本講座は従来から一貫した講義スタイルで多くの合格者を生み出してきました。
毎回講義の冒頭は松本講師が受講生に向かって話すところから始まりますが、講義は基本的に、テキストを書画カメラで写
し、講師と一緒にテキストに書き込みをするスタイルで行われます。
４色（赤：結論、青：趣旨・理由、緑：複数の知識を記憶できる共通する視点など、黒：試験には出ない具体例や実務の話）
のボールペンを使い分け、どこをどう記憶すればよいのかを視覚化しながら説明していきます。
どの箇所を線でつなぐか、図はどこに書き込むかといったことも一目瞭然になります。

本講座出身の合格者が「この形式の講義以外は受けられなくなるほど」と絶賛する講義スタイル！

板書は効率が悪い。
口頭の説明だけでは
後で思い出せない。
だから、この講義スタイル！

「どこに線を引けばいいの？」
「どこを説明しているの？」
などということは起こりません。

書き込んだ時の記憶が残っているので、復習がし易い！
試験の時に思い出し易い！

このスタイルだから講義終了時点でのテキストは全受講生共通！
（講義の受け方によって差が出ない）

教室での講義の様子

実 際 の 講 義 を 例 え ば
WEB ス ク ー ル の 画 面
で見るとこうなります

（LIVE 受講生は教室内の
モニターで見られます）

書き込みが完成するとテキスト
のページはこうなります。

【 講 座 案 内 】

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/



対 象 者 ：2023 年度の司法書士試験に最終合格された方
対象講座：リアリスティック一発合格松本基礎講座全科目一括またはリアリスティックフルパック
手続：　　本制度の適用には申請が必要となります。申請期限は 2023 年度司法書士試験最終合格

発表から 1 ヶ月です。
申請条件：合格体験記（3,000 文字以上。氏名・写真掲載）の提出が申請の条件となります。

合格者・研修費用贈呈 合
う か

格って嬉しいご祝儀！

2023 年度の司法書士試験に見事最終合格された暁には、お祝いといたしまして「リアリスティック一発合
格松本基礎講座」へのお支払金額（オープン・模試の部分は含まず）の半額を司法書士会の研修費用などに
活用していただくために贈呈いたします。短期合格を目指して頑張ってください。

5
お申込額の：

50％

Re-Try割引 

他資格からのトライアル割引 松本式なら一挙に司法書士も狙える！

行政書士、宅建士、社労士、など法律系国家資格をお持ちの方や、これらの資格を目指されている方を応援！1
15％割引

15％割引

対 象 者 ：行政書士、宅建士、社労士、など法律系国家資格をお持ちの方、または１年以内にこれ
らの資格の講座を受講されている方

対象講座：リアリスティック一発合格松本基礎講座全科目一括またはリアリスティックフルパック
申込方法：辰已本校で申し込んでください（代理店ではこの割引はご利用いただけません）。他の割

引との併用はできません。
必要書類：合格証、資格の保有を証明できる書類又は、受講証

2 在学生キャッシュバック 松本式勉強法なら在学中合格を狙える！

やる気のある学生の皆さんを応援いたします。お申込の際にキャッシュバック申込書を添付してください。
定価でのお申込後にキャッシュバックをいたします。

15％
 キャッシュバック

対 象 者 ：学生（大学生・短大生・大学院生・専門学校生）
対象講座：リアリスティック一発合格松本基礎講座全科目一括またはリアリスティックフルパック
申込方法：辰已本校で申し込んでください（代理店ではこの割引はご利用いただけません）。他の

割引との併用はできません。
必要書類：学生証、キャッシュバック申請書 

対象講座：リアリスティック一発合格松本基礎講座全科目一括またはリアリスティックフルパック
申込方法：辰已本校で申し込んでください（代理店ではこの割引はご利用いただけません）。他の

割引との併用はできません。
必要書類：①②③とも、辰已法律研究所所定の申請書をご提出いただきます。

スタディメイト支援 友人と一緒に申し込めば二人ともお得

友人と一緒に申し込めば、お二人ともに、割引が適用されます。
対 象 者 ：２名以上で一緒にお申込された方
対象講座：リアリスティック一発合格松本基礎講座全科目一括またはリアリスティックフルパック
申込方法：辰已本校で申し込んでください（代理店ではこの割引はご利用いただけません）。他の

割引との併用はできません。
必要書類：スタディメイト申請書

4

独学者支援・受験経験者支援・基礎再受講者支援

対象①これまで予備校を利用せずに独学で勉強してきたが、松本式の学習法に共鳴し、この機会に直接松本
講師の指導を受けたいと思っている方（独学者支援）

対象②司法書士本試験受験経験のある方で、中々合格ラインに届かないので、これを機会に松本式の勉強
法でもう一度基礎固めをして一気にいきたい方（受験経験者支援）

対象③過去に司法書士の入門講座（辰已 or 他校）を受講したが、挫折した or 理解不十分なので、この機会に
松本式の勉強法で、もう一度基礎からやり直してみたい方（基礎再受講者支援）

3
15％割引

お得な辰已の受験生支援制度

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/

【 2023年受験対策  司法書士 リアリスティック一発合格松本基礎講座 】



パックで申し込めば、合格に必要なカリキュラム（講義＆演習）が全て揃います。受講料もお得です。

リアリスティックフルパックのご案内

受講料（税込）

司法書士
オープン
総合編

全国総合
模試

リアリスティック
一発合格松本基礎講座

2023 年
7月 

司
法
書
士
本
試
験
　
筆
記
試
験

本試験合格までに必要な全てが揃う。
本格的な答練と全国模試までパック

リアリスティック一発合格 松本基礎講座リアリスティック一発合格 松本基礎講座（全129回）（全129回）

※民法開講後にお申込みになった方も左記「導入講義」「オリエ
ンテーション講義」（全5回）をご受講ください（通学部はビデ
オブースまたはWEB受講。通信部DVDは一括発送）。

民法

28回

不動産登記法

21回

会社法（商法）
商業登記法
31回　

刑法

7回

憲法

6回

民事訴訟法
民事執行法
民事保全法
12回

供託法
司法書士法

5 回

オプション講座オプション講座

司
法
書
士

オ
ー
プ
ン
総
合
編 

８
回

全
国
総
合
模
試 　
２
回

リ
ア
リ
ス
テ
ィ
ッ
ク

導
入
講
義

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

講
義

4 回 1回
不動産登記法
（記述式）
７回

商業登記法
（記述式）
７回

リアリスティックフルパック

3講座合計価格
通学部￥532,900
通信部￥571,500

通信部￥532,900

通信部￥596,200

（DVD）

（WEB）

（WEB＋DVD）

コース価格
通学部￥502,100　￥30,800のお得
通信部￥531,500　￥40,000のお得

通信部￥502,100　￥30,800のお得 

通信部￥554,500　￥41,700のお得

（DVD）

（WEB＋DVD）

（WEB）

※通信部についてはオプション講座も通信部で計算

通学部 通信部ＷＥＢ 通信部ＤＶＤ 通信部WEB+DVD

辰已価格 代理店価格 辰已価格 代理店価格 辰已価格 代理店価格 辰已価格 代理店価格

リアリスティック・フルパック（①+②） ¥502,100 ××× ¥502,100 ××× ¥531,500 ¥504,925 ¥554,500 ×××

① リアリスティック一発合格 全科目一括 ¥444,000 ××× ¥444,000 ××× ¥474,200 ¥450,490 ¥494,300 ×××

松本基礎講座 科目別 民法 ¥107,100 ××× ¥114,600 ¥108,870 ¥119,600 ×××

不動産登記法 ¥75,700 ××× ¥80,900 ¥76,855 ¥84,500 ×××

会社法（商法）・商業登記法 ¥111,700 ××× ¥119,500 ¥113,525 ¥124,700 ×××

民事訴訟法・民事執行法・民事保全法 ¥43,200 ××× ¥46,300 ¥43,985 ¥48,300 ×××

供託法・司法書士法 ¥18,000 ××× ¥19,300 ¥18,335 ¥20,100 ×××

刑法 ¥25,200 ××× ¥27,000 ¥25,650 ¥28,200 ×××

憲法 ¥21,600 ××× ¥23,100 ¥21,945 ¥24,100 ×××

不動産登記法（記述式） ¥25,200 ××× ¥27,000 ¥25,650 ¥28,200 ×××

商業登記法（記述式） ¥25,200 ××× ¥27,000 ¥25,650 ¥28,200 ×××

② オプション講座 一括 （解説講義あり） ¥84,500 ××× ¥84,500 ××× ¥92,400 ¥87,780 ¥96,800 ×××

受講料についての詳細は専用パンフレットに記載されています。
お申込み前に必ずご確認ください。

★本講座の申込方法…詳細は専用パンフレットをご確認ください。

※各種割引については大学生協・提携書店ではお取り扱いしておりません。
▲教育ローンは購入合計金額 3万円以上でご利用いただけます。

WEB
スクール

大学
生協

〒
郵便振替

提携
書店

BANK
銀行振込

デリバリー
代金引換

教育
ローン

E
ローン

辰已
窓口

【 講 座 案 内 】

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/



ガイダンス＆
リアリスティック導入講義　全8弾
松本講師の5ヶ月合格法のノウハウの一部を公開します。
聴くだけでもためになるお得な無料公開講義です。
※一部の科目については、本編開講後に実施します。
※受講方法には次のものがあります（すべて無料）。
　◆LIVE参加：予約は不要です。実施校に直接おこしください。
　◆通信部DVD申込：専用パンフレット別冊の申込方法をご確認の上、お申し込みください。
　◆WEB視聴：辰已ホームページのストリーミングチャンネルでご覧ください。
　詳細は専用パンフレットをご覧ください。

ガ
イ
ダ
ン
ス

リ
ア
リ
ス
テ
ィ
ッ
ク
導
入
講
義

第
１
弾

司法書士の“リアルな”仕事・就職・収入辰已 YouTube チャンネル
配信中

辰已司法書士
YouTube
チャンネル→

辰已 YouTube チャンネル
配信中

第
２
弾

これが司法書士試験だ！ データで徹底解剖

第
３
弾

合格者を多数輩出するリアリスティック勉強法とは？辰已 YouTube チャンネル
配信中

辰已 YouTube チャンネル
配信中

第
４
弾

リアリスティック導入講義　民法の全体像①

第
５
弾

リアリスティック導入講義　民法の全体像②辰已 YouTube チャンネル
配信中

リ
ア
リ
ス
テ
ィ
ッ
ク
導
入
講
義

リアリスティック導入講義　会社法・商業登記法の全体像
第
８
弾

東京本校ＬＩＶＥ
9/18（日）14:00-17:15

リアリスティック導入講義　不動産登記法の全体像
第
７
弾

辰已 YouTube チャンネル
配信中

第
６
弾

開講直前ガイダンス
「オリエンテーション講義～効果的な授業の受け方～」

辰已 YouTube チャンネル
配信中

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

講
義

松本基礎講座では松本講師の講義の実際を体験していただくために豊富に無料の公開講義を用意しております。
●ガイダンス（第 1〜 3弾）…受験勉強を始めるにあたって知っておきたい情報を提供します。
●リアリスティック導入講義（第 4〜 5弾、第 7〜 8弾）…講義を始める前のウォーミングアップとして民法、
不動産登記法、会社法・商業登記法の全体像を学んでいただきます。
●オリエンテーション講義（第 6弾）…本編開講直前に、授業の受け方を説明します。
※講座の申込を決めた方は、導入講義とオリエンテーション講義を必ず受講してください。

通学部も通信部も

すべて無料

オリエンテーション
講義

導入講義
不動産登記法

導入講義
会社法・商業登記法本編開講リアリスティック

導入講義 民法ガイダンス

1 月 3 月 4 月 5 月 7 月 9 月
無料公開講義の流れ

スケジュール・受講料等の詳細は
右記より資料をご請求ください。https://r-tatsumi.com/pamphlet/
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BOOK
★全国有名書店・生協・辰已窓口にてお求めいただけます。

●松本雅典著　自由国民社刊　　定価　1,980円（税込）
◆話題騒然！革命の書がアップデート
◆合格まで平均4年かかる時代に終止符を打つ、新時代の勉強法
　2011年10月の第１刷で話題となって以降増刷を重ね、累計発行部数25,000部を誇る司法書士
試験対策書籍のベストセラー。司法書士試験受験対策に革新をもたらす画期的な方法論が満載で、
現在、改定版も売れ続けている。

司法書士ゼロから5ヶ月合格法 第3版

●松本雅典著　自由国民社刊　　定価　1,320円（税込）
◆受験を思い立った瞬間から試験会場まで あなたを本気にさせ合格へと導く本
　試験勉強では、超えなければならない気持ちの壁がいくつもあります。これらの壁を超えられず、試験から
去っていく方も多く見てきました。
　その度に、「一言でもこう言っていれば超えられたのではないか……」と考えました。そうして1つ1つ生まれ
ていったのが、この本に書いた言葉です。
　超えなければならない壁が現れたとき、どれか1つの言葉があなたを壁の向こう側に連れて行ってくれると思
います。

試験勉強の「壁」を超える50の言葉

●松本雅典著　すばる舎刊　　定価　2,090円（税込）
◆すべての受験生は“独学”である
◆合格だけを冷徹なまでに見つめたリアリスティック勉強法が、
　あなたの未来を一変させる。
　リアリスティック一発合格松本基礎講座で人気を博している松本雅典講師が、独学者に向けて
「5ヶ月合格法」を提示した著書。
　自身の 5ヶ月合格経験だけではなく、その後の講師経験も踏まえ、「すべての受験生は独学で
ある」とのコンセプトのもと、「独習」を最も効率的に行うための方法を論じている。

予備校講師が独学者のために書いた 司法書士5ヶ月合格法

●松本雅典著　日本実業出版社刊　　定価　3,740円（税込）
◆画期的な5ヶ月合格メソッドに基づき、超短期で合格するために、
　本試験で実際に行った手法を初めて公開します！
　本書は、時間内に効率的かつ正確に、そして早く、必要なポイントを拾いあげるための超実戦
的な従来とは違ったユニークな手法を紹介しています。
ex.「図形を効果的に使う」「時間をかけずにメモする」「別紙を攻略するＳＶＯ式チェック法」

●松本雅典著　日本実業出版社刊　　定価　3,960円（税込）
◆書き忘れ、勘違いを激減させ、合格基準点を上回るための画期的ノウハウを公開！
（はしがきより）
商業登記（記述）も、不動産登記（記述）と同じく、以下の２点が原因で司法書士試験の難所となっています。
①時間制限の厳しい中で実体法と手続法の知識を思い出さなければならない
②時間制限の厳しい中でミスを減らさなければならない
本書は、商業登記（記述）におけるこの２点の克服をするためのものです。必要最小限の図を描いて事案を整理
し（①の対策）、解く順序をガチガチに指定して可能な限り機械的に解けるようにする（②の対策）など、記述
の解き方を示しています。

司法書士  リアリスティック商業登記法 記述式 第2版
※リアリスティック一発合格松本基礎講座  商業登記法（記述）の講義で改訂版を使用します。

司法書士  リアリスティック不動産登記法  記述式 第2版
※リアリスティック一発合格松本基礎講座  不動産登記法（記述）の講義で改訂版を使用します。



BOOK
★全国有名書店・生協・辰已窓口にてお求めいただけます。

松本雅典著　司法書士試験リアリスティックシリーズ
民法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、不動産登記法Ⅰ・Ⅱ、会社法・商法・商業登記法Ⅰ・Ⅱ、
民事訴訟法・民事執行法・民事保全法、供託法・司法書士法、刑法、憲法

※リアリスティック一発合格松本基礎講座 
の講義で使用します。

辰已の人気講師、松本雅典による新教科書。シリーズ完結！

https://www.tatsumi-realistic.com/text/buy/
司法書士試験リアリスティックシリーズ 専用販売サイト

1. 多すぎず、少なすぎない情報量
2. 体系だった学習ができるように工夫された見出し・小見出し
3. 初めて学習する方にもわかりやすい表現
4. 説明順序は、基本的に「結論」→「理由」の順
5. 講師が毎年講義をする中で調べストックした相当数の理由付けを記載
6.「共通する視点」「Realistic rule」「判断基準」など“複数の知識を思い出すための思 い出し方”を記載
7. 充実の索引〜事項索引、条文索引、判例索引、先例索引、登記研究索引と盛り沢山

◆民法Ⅰ【第3版】　定価：2,420 円（税込）
◆民法Ⅱ【第4版】　定価：2,420 円（税込）
◆民法Ⅲ【第4版】　定価：3,190 円（税込）
◆不動産登記法Ⅰ【第4版】　定価：3,190 円（税込）
◆不動産登記法Ⅱ【第4版】　定価：2,970 円（税込）

◆会社法・商法・商業登記法Ⅰ【第2版】　定価：3,300 円 （税込）
◆会社法・商法・商業登記法Ⅱ【第2版】　定価：3,520 円（税込）
◆民事訴訟法・民事執行法・民事保全法　定価：3,080 円（税込）
◆供託法・司法書士法【第2版】　定価：2,090 円（税込）
◆刑法　定価：2,200 円（税込）
◆憲法　定価：2,200 円（税込）
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